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第１章 計画の基本的事項 

 

１ 基本的事項 
 

平成25年６月14日に閣議決定された「日本再興戦略」において、「全ての健康保険組合に

対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画とし

て「データヘルス計画」の作成・公表、事業実施、評価等の取組を求めるとともに、市町村国

保が同様の取組を行うことを推進する。」とされました。 

あわせて、平成26年３月には、「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指

針」において、「市町村国保及び国民健康保険組合は、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサ

イクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るための保健事業の実施計画（データ

ヘルス計画）を策定したうえで、保健事業の実施・評価・改善等を行うもの」とされていま

す。 

 そのため、本市では、平成２８年３月に「第１期越谷市国民健康保険保健事業実施計画」を

策定、平成３０年３月には「第２期越谷市国民健康保険保健事業実施計画」を策定し、その評

価、見直しを行いながら保健事業を進めてきました。 

 この度、「第２期越谷市国民健康保険保健事業実施計画」の見直しを行うとともに、国保被

保険者の健康の保持増進のみでなく、後期高齢者医療被保険者の健康づくりも見据えた計画の

策定を行います。 

 なお、本計画は「第３期越谷市国民健康保険保健事業実施計画」とその中核をなす事業であ

る、特定健康診査及び特定保健指導の適切な実施方法・目標・基本的事項を定めた「第４期越

谷市国民健康保険特定健康診査等実施計画」を一体的に策定し、名称を「第３期越谷市国民健

康保険データヘルス計画」とします。 

また、本計画は、第５次越谷市総合振興計画に沿い、健康増進法に基づく「健康日本２１」

に示された基本的な方針を踏まえるとともに、埼玉県健康長寿計画、埼玉県医療費適正化計

画、健康増進計画、高齢者保健事業の実施計画、介護保険事業計画と調和のとれたものとしま

す。 

本計画の計画期間は、令和６年度から令和１１年度とし、令和８年度には中間評価を実施し

ます。 

≪本計画の構成≫ 

 

計画の内容 目的 根拠法令 計画名称 

第３期 

越谷市 

国民健康保険 

保健事業実施計画 

健康･医療情報等を活用したデータ分

析に基づき、PDCA サイクルに沿っ

た効果的かつ効率的な保健事業の実施

計画を定め、実施及び評価を行う。 

国民健康保険法に基

づく保健事業の実施

等に関する指針 

(厚生労働省告示) 第３期 

越谷市国民健康保険

データヘルス計画 第４期 

越谷市 

特定健康診査等 

実施計画 

特定健康診査等基本指針(厚生労働省

告示)に基づき、特定健康診査及び特

定保健指導の実施方法や目標等、基

本的な事項を定める。 

高齢者の医療の確保に

関する法律第 19 条 
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≪本計画の位置づけ≫ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪計画期間≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 実施体制 
 

円滑な事業実施を図るため、庁内の保健衛生部門・介護部門等の関係部署はもとより、埼玉

県や埼玉県国民健康保険団体連合会、埼玉県後期高齢者医療広域連合等と連携して取組んでい

きます。 

また、越谷市医師会や越谷市歯科医師会、越谷市薬剤師会、市内医療機関と連携するなど実

施体制を整えていきます。さらに、本計画の実施状況について、越谷市国民健康保険運営協議

会へ報告を行い、必要に応じて助言等を求めることとします。 

さらに、要介護状態となる要因として生活習慣病が挙げられることより、介護予防の観点も

含め国保部門・保健衛生部門・介護部門等の関係部署との協議の場で、課題等について共通認

識を図り、効率的かつ効果的に事業を推進します。 

第
３
次
越
谷
市
健
康
づ
く
り 

行
動
計
画
・
食
育
推
進
計
画 

「
い
き
い
き
越
谷
21
」 

第５次越谷市総合振興計画  

第
９
期
越
谷
市
高
齢
者
福
祉
計
画
・ 

介
護
保
険
事
業
計
画 

第３期 

越谷市国民健康保険 

データヘルス計画 

国： 
健康日本２１（第三次） 

県： 

埼玉県健康長寿計画 
埼玉県医療費適正化計画 

埼玉県健康増進計画 

第２期 

第１期 第２期 

第３期 

第３期 

第４期 

中間評価の実施 

※大綱２ みんなが健康で共生して住み続けられるまちづくり 

調和 

整合 
・ 

調和 
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第２章 越谷市の現状 

 

１ 基本情報 

 

（１）人口構成概要（令和４年度） 

以下は、越谷市の令和 4 年度における人口構成概要を示したものです。高齢化率(65 歳以

上)は 25.5%であり、県との比較で低くなっています。また、国民健康保険加入率、被保険

者平均年齢、出生率、死亡率も県と比較して低くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）越谷市の人口及び国民健康保険加入者の推移 

以下は平成 29 年度以降の国保加入者の推移を示したものです。平成 29 年度以降、後期

高齢者医療への移行数が増加する等の要因により、国民健康保険加入者数は減少しており、

令和４年度の国民健康保険加入者は 64,083 人、国民健康保険加入率は 18.6％となってい

ます。 

 

 

  

340,862
342,945 344,528 345,482 345,047 343,866

79,082 75,129 71,521 70,005 67,711 64,083

23.2%

21.9%

20.8% 20.3%
19.6%

18.6%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

越谷市人口 国保加入者 加入率

区分 
人口総数

（人） 

高齢化率 
(65 歳以上) 

被保険者数 
(人) 

加入率 
被保険者 
平均年齢

（歳） 

出生率 死亡率 

越谷市 341,064  25.5% 63,703  18.7% 52.4  7.0  8.9  

県 7,128,566  27.1% 1,423,841  20.0% 53.2  6.6  9.9  

国 123,214,261  
28.7% 

24,660,500  20.0% 53.4  6.8  11.1  

※｢県｣は埼玉県を指す。以下全ての表において同様である。 
出典:国保データベース(KDB)システム ｢健診･医療･介護データからみる地域の健康課題｣ 

出典：国保年金課（事業月報 A 表）（各年１２月末時点） 

越谷市人口統計オープンデータ （各年１月１日時点） 
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（３）年齢階級別国民健康保険加入率（令和４年度） 

年齢階級別に国民健康保険加入率をみると、0 歳～59 歳までは 20％を下回っています。 

また、60 歳以上の国民健康保険加入者は 31,376 人となっており、市全体の 60 歳以上

75 歳未満人口（57,154 人）の 54.9％を占めています。 

      

 
 

（４）国保被保険者の年齢構成（令和４年度） 

 以下は令和４年度の国保被保険者の年齢構成を示したものです。高齢になるにつれ、構成

比は増加していますが、国や県と比較すると越谷市の 65 歳以上における割合は少ない傾向

にあります。  

                                

 
  

12,351
14,674 15,280 15,515

17,811 18,630 18,881
20,965

23,484

28,252
29,744

22,979

17,602 17,101

22,451

1,098 1,375 1,489 1,750 2,384 2,506 2,509 2,813 3,424 4,110 
4,828 4,370 4,983 

9,567 

16,826 

8.9% 9.4% 9.7% 11.3%
13.4%

13.5%
13.3%

13.4%
14.6%

14.5%
16.2%

19.0%

28.3%

55.9%

74.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

越谷市人口 国保加入者数 国保加入率

出典：国保年金課（異動統計表）（令和５年１月１日時点） 

越谷市人口統計オープンデータ （令和５年１月１日時点） 

出典:国保データベース(KDB)システム「人口及び被保険者の状況」 
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２ 越谷市の特性 
 

（１）越谷市の概況 

越谷市の人口は年々増加していましたが、令和４年度には減少に転じています。さらに国民

健康保険の被保険者は高齢化等に伴い年々減少しています。 

また、40 代 50 代の被保険者が国や県と比較して高いことから、被保険者の高齢化は今後

１０年から２０年間にかけて増加すると予想され、若年層への保健事業も重要となります。 

 

（２）医療アクセスの状況 

以下は、本市の令和 4 年度における、医療提供体制を示したものです。 

 

医療項目 越谷市 県 国 

千人当たり         

  病院数 0.2 0.2  0.3  

  診療所数 2.9 3.1  4.2  

  病床数 48.8 44.2  61.1  

  医師数 13.4 9.6  13.8  

  外来患者数 656.8 668.6  709.6  

  入院患者数 15.3 15.4  18.8  

出典:国保データベース(KDB)システム ｢地域の全体像の把握｣     
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３ 前期計画の評価 
 

（１）計画全体の評価 

目的 健康寿命の延伸・医療費適正化 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A:目標達成 B：改善している C：横ばい D：悪化している E：評価できない 

  

◆健康管理意識の向上 

指標 目標 
指標の変化 

評価 改善や悪化等の要因 
平成 29 年度 令和４年度 

特定健康診査

受診率 
60％ 41.7％ 41.5％ C 

コロナ禍による受診率低下

の時期があり受診率の伸び

が鈍化した。 

生活習慣の改善意欲 

「既に改善に取り組

んでいる（６ヶ月以

上）」と回答した人の

割合 

県 

平均 

以上 

16.1％ 
(県平均) 

18.5％ 

17.0％ 
(県平均) 

18.1％ 
B 

健康管理アプリの普及など

により被保険者の意識が向

上したと考える。 

◆メタボリックシンドローム該当者・予備軍の減少 

指標 目標 
指標の変化 

評価 改善や悪化等の要因 
平成 29 年度 令和４年度 

メタボリック

シンドローム

該当者・予備

軍の割合 

該当者 

17.0％ 

以下 

 

予備軍 

9.0％ 

以下 

該当者 

19.1％ 

 

予備軍 

10.0％ 

該当者 

21.8％ 

 

予備軍 

10.9％ 

D 

特定保健指導の実施率が低

いことにより、悪化したと

考えられる。 

◆生活習慣病の重症化予防の強化 

指標 目標 
指標の変化 

評価 改善や悪化等の要因 
平成 29 年度 令和４年度 

新規人工透析

患者数 

51 人

以下 
42 人 29 人 A 

改善の要因としては国保被

保険者が減少していること

も挙げられるが、糖尿病性

腎症重症化予防対策事業に

より重症化が抑えられてい

ることも考えられる。 

◆医療費適正化対策の推進 

指標 目標 
指標の変化 

評価 改善や悪化等の要因 
平成 29 年度 令和４年度 

1 人当たり 

医療費 

県 

平均 

以下 

331,293 円 

(県平均) 
333,646 円 

368,157 円 

(県平均) 
367,415 円 

D 
高齢化や医療の高度化によ

り増大したと考えられる。 

1 人当たり 

調剤費 

県 

平均 

以下 

69,766 円 

(県平均) 
65,608 円 

70,747 円 

(県平均) 
67,972 円 

D 
高齢化や医療の高度化によ

り増大したと考えられる。 
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（２）個別保健事業の評価のまとめ 

事業名 実施状況 成果と課題 

特定健康診査 コロナ禍という、環境による

要因で受診率は一時的に低下し

たが、集団健診を予約制にする

ことなどにより、感染対策を行

ったうえで実施することで、そ

の低下を最小限に抑えられた。 

また、インセンティブを導入

することで健診無関心層へのア

プローチを強化した。 

 

コロナ禍を経て、実施方法等は大き

く変化したが、令和４年度時点受診率

41.5％となり、コロナ禍前の受診率

を維持した結果となった。 

今後、40・50 代の受診率の向上や

経年未受診者へのアプローチの強化

など受診率向上に向け多くの課題を

改善する必要がある。 

特定健康診査未受

診者ハガキ勧奨 

 令和３年度から開始した、受

診勧奨業務の委託により、対象

者を過去の受診歴やレセプトの

有無により分類し、効果的な通

知を作成し、送付した。 

 また、電話勧奨も委託するこ

とにより架電件数を大幅に増や

すことができ、より多くの方に

受診勧奨を実施することができ

た。 

 コロナ禍以前の受診率を維持する

まで向上することができたが、目標は

達成していない。今後更なる受診率の

向上を目指すためには、継続受診者を

いかに増やすかが重要となってくる。 

 まだらに受診する対象者に対して、

通知内容等を改善することで毎年欠

かさずに健診を受診することの重要

性を伝えていく工夫が必要と考えて

いる。 

 

特定健康診査未受

診者電話勧奨 

人間ドック検診料

助成事業 

広報への掲載や関係各所への

チラシの配布により周知を行っ

た。 

コロナ禍による受診控えの影

響もあり申請者数は大きく減少

した。 

特定健診受診率への換算率は目標

を達成しているが、申請者数は減少し

ている。 

周知方法について改めて検討し、さ

らなる申請者数の向上を図る。 

 

埼玉県コバトン健

康マイレージ事業 

 特定健診の受診特典として独

自ポイントを付与することや広

報を利用することで参加者の増

加を図った。埼玉共同事業に参

加し引き続き実施している。 

 

 参 加 者 数 や 参 加 者 の 平 均 歩 数

8,000 歩達成者数など目標に掲げた

項目を大きく達成する結果となった。 

 令和６年度からは埼玉県共同事業

として新たな事業が始まるので広く

周知を図り、健康意識の向上を図る。 

 

かかりつけ医から

の診療情報提供事

業 

実施方法等の整理がつかず、

実施できなかった。 

 他市から情報を得て、実施方法を整

理し越谷市医師会との調整を行った

うえで実施に向け動く。 

 

特定保健指導  委託する会社が３年間毎年変

わり、ＩＣＴ（遠隔地）面談の実

施や集団健診会場での初回面談

分割実施、インセンティブの導

入など新しい取り組みを様々実

施したが、実施率は伸びていな

い状況。 

 令和３年度は実施率 19.9％と少

し増加の傾向にあったが、その後

15％程度まで下がり、依然として埼

玉県平均と比べても低い状況にある。 

 実施方法を工夫し、様々な方法を試

しているが実施率は改善されていな

い。 

実施方法や勧奨方法を他市の状況

などを参考に改善することで実施率

の向上を図る。 
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事業名 実施状況 成果と課題 

生活習慣病重症化

予防対策事業 

（受診勧奨） 

 埼玉県共同事業として実施。

委託先の変更等により、通知デ

ザインなどが変更となったが、

医療機関の受診率に大きな変化

はない。 

 

 通知の方法など埼玉県や国保連合

会などに意見を提示することで更な

る勧奨効果を図る。 

生活習慣病重症化

予防対策事業 

（保健指導） 

 埼玉県共同事業として実施。

対象者を事前に協力医療機関の

医師に選定してもらう方法に変

更したことで、効率よく事業を

実施した。 

 

 対象者の事業参加率は向上してい

るが、参加者数は依然として少ない状

況。 

 参加者数の増加には医療機関から

の後押しが欠かせない事業となって

いるため、今後も協力医療機関の理解

を深めることが重要と考えている。 

 

健 診 異 常 値 放 置

者・治療中断者重

症化予防事業 

 血圧及び脂質の結果が受診勧

奨値を超えているにも関わら

ず、医療機関を受診していない

方に通知を送付し、健診異常値

放置者の医療機関受診を促し

た。 

 さらにリスクが高い方への保

健師による電話勧奨は実施でき

なかった。 

 

 通知を送付した方のうち医療機関

の受診が確認できたのは 15％程度

となっている。 

 今後は通知内容の工夫や、専門職か

ら電話勧奨を実施することでさらに

医療機関に結びつく方を増やす。 

ジェネリック医薬

品普及促進事業 

 生活習慣病にかかわる薬剤で

ジェネリック医薬品に切り替え

たときに100円以上の削減効果

のある方を対象に通知を送付

し、ジェネリック医薬品への切

り替えを促進した。 

 

 目標に掲げたジェネリック数量シ

ェア８０％は達成している。引き続き

差額通知やジェネリック医薬品の周

知に努め数量シェアの維持を目指す。 

多受診適正化事業 重複受診・重複服薬・多剤服薬

の状況になっている方に通知を

送付し、必要に応じて専門職に

よる面談を実施した。 

精神疾患の対象者が多く、適

正受診・適正服薬への改善は困

難な状況となっている。 

 医療費の適正化につなげるための、

効果的な対象者の選定方法を確立す

ることが必要と考えている。 

また、対象となった方には適切な指

導を行い、行動変容を起こさせるアプ

ローチの工夫を検討する。 
重複・多剤服薬適

正化事業 
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第３章 健康・医療情報等の分析・分析結果に基づく健康課題の抽出 

 

１ 標準化死亡比・平均寿命・平均自立期間（健康寿命） 
 

（１）主要死因別標準化死亡比（SMR）※  

主要死因別標準化死亡比（SMR）をみると、県の平均を 100 とした値と比べて

男女ともに心疾患、虚血性心疾患の標準化死亡比が高く、脳血管疾患の標準化死亡

比が低くなっています。 
 

主要死因別標準化死亡比（平成 29 年～令和３年） 

  
 

※標準化死亡比（SMR） 

死亡率は通常、年齢によって大きな違いがあることから、異なった年齢構成や地域別の

死亡率をそのまま比較することはできないため、基準死亡率（人口１０万人対の死亡数）

を対象地域に当てはめた場合に、計算により推測される死亡数を比較するもので、県を

100 としている。 
 

（２）年度別 主たる死因の状況 

主たる死因の状況について、平成 30 年度と令和 4 年度を比較すると、悪性新

生物を死因とする割合は 52.3％で変化がなく、心臓病を死因とする割合は

26.2％から 29.0％で増加しています。また、脳疾患を死因とする割合は 10.4％

から 10.1％に減少しています。 

   

99.9 
100.0 

106.8 
89.2 

103.6 108.6 

82.6 

116.7 

総死亡

悪性新生物

心疾患

脳血管疾患

肺炎

自殺

不慮の事故

虚血性

心疾患

98.6 

101.4 

104.2 

92.7 
106.2 108.0 

83.1 

115.4 

総死亡

悪性新生物

心疾患

脳血管疾患

肺炎

自殺

不慮の事故

虚血性

心疾患

52.3%

29.0%

10.1%

3.6% 3.9%
1.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

悪性新生物 心臓病 脳疾患 自殺 腎不全 糖尿病

死因割合(%) 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

男性 女性 

出典：埼玉県の年齢調整死亡率とＳＭＲ算出ソフト「スマール君」 

出典:国保データベース(KDB)システム「地域の全体像の把握」 
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（３）平均寿命・平均自立期間（健康寿命）  

以下は、令和３年度における平均余命と平均自立期間の状況を示したものです。平均余

命は、ある年齢の人々がその後何年生きられるかという期待値を指し、ここでは 65 歳時

点の平均余命を示しています。また、平均自立期間は、要介護 2 以上になるまでの期間を

｢日常生活動作が自立している期間｣としてその平均を算出したもので、健康寿命の指標の

一つです。平均余命と平均自立期間の差は、日常生活に制限がある期間を意味していま

す。 

本市の男性の平均余命は 19.8 年、平均自立期間は 18.1 年です。日常生活に制限があ

る期間の平均は 1.7 年で、県の 1.7 年と同等です。本市の女性の平均余命は 24.5 年、平

均自立期間は 21.2 年です。日常生活に制限がある期間の平均は 3.3 年で、県の 3.6 年よ

りも短い傾向にあります。 
 

(男性)平均余命と平均自立期間、日常生活に制限がある期間の平均(令和３年度) 

  

 

(女性)平均余命と平均自立期間、日常生活に制限がある期間の平均(令和３年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.1 

18.0 

1.7 

1.7 

19.8 

19.7 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

越谷市

県

(年)
平均自立期間 日常生活に制限がある期間の平均 平均余命

21.2 

20.9 

3.3 

3.6 

24.5 

24.5 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

越谷市

県

(年)平均自立期間 日常生活に制限がある期間の平均 平均余命

出典：埼玉県の健康寿命算出ソフト「健寿君」 

平均余命 

   

【参考】平均余命と平均自立期間について 

日常生活動作が自立している期間の平均 

(要介護 2 以上になるまでの期間) 

 

日常生活に制限がある期間 

(要介護 2 以上の期間) 
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以下は、平成 30 年度から令和３年度における、平均余命と平均自立期間の状況を示し

たものです。 

男女とも平成３０年度と比較して令和３年度の平均余命、平均自立期間が延長していま

す。また、男性は日常生活に制限がある期間（平均余命と平均自立期間の差）が 1.７歳で

変わっていません。女性は平成 30 年度が 3.6 歳で令和３年度が 3.3 歳となり改善が見ら

れます。 

 

(男性)年度別 平均余命と平均自立期間 

 

 

(女性)年度別 平均余命と平均自立期間 

 

  

 

  

19.4 19.5 19.7 19.8 

17.7 17.8 18.0 18.1 

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(年)
平均余命 平均自立期間

24.1 24.2 24.4 24.5 

20.5 20.6 20.8 21.2 

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(年)
平均余命 平均自立期間

出典：埼玉県の健康寿命算出ソフト「健寿君」 
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２ 医療費の分析 
 

（１）医療費の推移                                                 

 

① 医科受診率 

以下は、令和元年度から令和４年度における、医科受診率（1,000 人当たり）を

示したものです。本市の医科の受診率は、県や全国平均より低いものの、増加傾向

にあります。また、年齢が高くなるにつれ、医科の受診率も高くなる傾向がありま

す。 

 

年度別医科受診率 

        

性・年齢別医科受診率（令和４年度） 

        

出典：中央会集計ツールにより算出  
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② 医療費の状況 

 以下は、平成 30 年度から令和４年度の医療費総額と被保険者一人当たり医療費の

推移を示したものです。被保険者の減少により、医療費の総額は減少しているものの、

被保険者一人当たりの医療費は増加傾向にあります。 

 

出典:国保データベース(KDB)システム｢健診･医療･介護データからみる地域の健康課題｣ 

被保険者一人当たりの医療費…1 カ月分相当。 

 

③ 年度別 被保険者一人当たりの医療費 

以下は、平成 30 年度から令和４年度の被保険者一人当たり医療費の推移を国と県

と比較したものです。本市の被保険者一人当たり医療費は全国に比べて低く、県とほ

ぼ同水準となっています。 

 
出典:国保データベース(KDB)システム｢健診･医療･介護データからみる地域の健康課題｣ 

被保険者一人当たりの医療費…1 カ月分相当。 
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④ 歯科医療費の状況 

以下は、令和元年度から令和４年度における、歯科受診率（1,000 人当たり）を

示したものです。歯科の受診率は、県や全国平均より高く、増加傾向にあります。

また、年齢が高くなるにつれ、歯科の受診率も高くなる傾向があります。 

 

   

年度別 歯科受診率 

   

男女・年齢階層別 歯科受診率（令和 4 年度） 

   

出典：中央会集計ツールにより算出  
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（２）疾病別医療費                              

 令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)に発生しているレセプトより、疾病

項目毎に医療費、レセプト件数、患者数を算出しました。入院においては、｢新生物＜腫瘍

＞｣が医療費合計の 20.1%、｢循環器系の疾患｣は医療費合計の 19.4%、 ｢筋骨格系及び

結合組織の疾患｣は医療費合計の 8.5%と高い割合を占めています。｢循環器系の疾患｣は、

医療費、レセプト件数ともに 2 位で高い割合を占めています。 

 

大分類による疾病別医療費統計(入院のみ)     ※各項目の上位 5 疾病を      表示する。 

 
データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。 

資格確認日…1 日でも資格があれば分析対象としている。  

株式会社データホライゾン 医療費分解技術を用いて疾病毎に点数をグルーピングし算出。  

※消化器系の疾患…歯科レセプト情報と思われるものはデータ化対象外のため算出できない。  

※妊娠,分娩及び産じょく…乳房腫大･骨盤変形等の傷病名が含まれるため、“男性”においても医療費が発生する可能性がある。 

※周産期に発生した病態…ABO 因子不適合等の傷病名が含まれるため、周産期(妊娠 22 週から出生後 7 日未満)以外においても医療費

が発生する可能性がある。 

※医療費…大分類の疾病項目毎に集計するため、データ化時点で医科レセプトが存在しない(画像レセプト、月遅れ等)場合集計できな

い。そのため他統計と一致しない。 

※レセプト件数…大分類における疾病項目毎に集計するため、合計件数は他統計と一致しない(一件のレセプトに複数の疾病があるた

め)。  

※患者数…大分類における疾病項目毎に集計するため、合計人数は他統計と一致しない(複数疾病をもつ患者がいるため)。 

  

医療費(円)　※
構成比
(％)

順位
レセプト
件数　※

順位
患者数

(人)　※
順位

患者一人

当たりの

医療費

(円)

順位

Ⅰ．感染症及び寄生虫症 94,607,232 1.2% 15 1,242 15 751 14 125,975 18

Ⅱ．新生物＜腫瘍＞ 1,548,161,765 20.1% 1 3,092 6 1,631 5 949,210 1

Ⅲ．血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 101,971,944 1.3% 14 1,420 14 850 12 119,967 19

Ⅳ．内分泌，栄養及び代謝疾患 178,166,617 2.3% 11 3,411 5 1,740 4 102,395 20

Ⅴ．精神及び行動の障害 611,208,738 8.0% 5 2,981 7 763 13 801,060 2

Ⅵ．神経系の疾患 620,025,547 8.1% 4 3,942 4 1,272 9 487,441 7

Ⅶ．眼及び付属器の疾患 127,764,338 1.7% 13 647 16 437 16 292,367 9

Ⅷ．耳及び乳様突起の疾患 9,832,987 0.1% 21 94 20 61 20 161,197 15

Ⅸ．循環器系の疾患 1,492,005,559 19.4% 2 4,685 2 2,134 3 699,159 5

Ⅹ．呼吸器系の疾患 314,318,068 4.1% 8 2,659 10 1,345 6 233,694 12

ⅩⅠ．消化器系の疾患 ※ 505,719,944 6.6% 7 5,313 1 2,708 2 186,750 13

ⅩⅡ．皮膚及び皮下組織の疾患 91,779,969 1.2% 16 1,461 13 663 15 138,431 17

ⅩⅢ．筋骨格系及び結合組織の疾患 656,182,558 8.5% 3 2,677 9 1,328 8 494,113 6

ⅩⅣ．腎尿路生殖器系の疾患 295,216,411 3.8% 9 1,987 11 1,058 11 279,033 10

ⅩⅤ．妊娠，分娩及び産じょく ※ 44,971,805 0.6% 18 217 18 177 18 254,078 11

ⅩⅥ．周産期に発生した病態 ※ 39,517,148 0.5% 19 79 21 56 21 705,663 4

ⅩⅦ．先天奇形，変形及び染色体異常 52,052,836 0.7% 17 131 19 71 19 733,139 3

ⅩⅧ．症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの 194,774,931 2.5% 10 2,763 8 1,332 7 146,227 16

ⅩⅨ．損傷，中毒及びその他の外因の影響 520,030,760 6.8% 6 1,773 12 1,079 10 481,956 8

ⅩⅩⅠ．健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サービスの利用 37,306,768 0.5% 20 446 17 203 17 183,777 14

ⅩⅩⅡ．特殊目的用コード 151,744,665 2.0% 12 4,400 3 3,044 1 49,850 21

分類外 105,890 0.0% 22 10 22 8 22 13,236 22

合計 7,687,466,480 11,939 5,187 1,482,064

疾病分類（大分類）

A B C A/C

網掛け 
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入院外においては、｢新生物＜腫瘍＞｣が医療費合計の 14.7%、｢内分泌、栄養及び代謝

疾患｣は医療費合計の 13.3%、 ｢循環器系の疾患｣は医療費合計の 11.0% 、 ｢筋骨格系

及び結合組織の疾患｣は医療費合計の 8.4%と高い割合を占めています。また、｢内分泌、

栄養及び代謝疾患｣が患者数の上位にあります。 

 

大分類による疾病別医療費統計(入院外のみ)   ※各項目の上位 5 疾病を      表示する。 

 
データ化範囲(分析対象)…入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。 

資格確認日…1 日でも資格があれば分析対象としている。  

株式会社データホライゾン 医療費分解技術を用いて疾病毎に点数をグルーピングし算出。  

※消化器系の疾患…歯科レセプト情報と思われるものはデータ化対象外のため算出できない。  

※妊娠,分娩及び産じょく…乳房腫大･骨盤変形等の傷病名が含まれるため、“男性”においても医療費が発生する可能性がある。 

※周産期に発生した病態…ABO 因子不適合等の傷病名が含まれるため、周産期(妊娠 22 週から出生後 7 日未満)以外においても医療費

が発生する可能性がある。 

※医療費…大分類の疾病項目毎に集計するため、データ化時点で医科レセプトが存在しない(画像レセプト、月遅れ等)場合集計できな

い。そのため他統計と一致しない。 

※レセプト件数…大分類における疾病項目毎に集計するため、合計件数は他統計と一致しない(一件のレセプトに複数の疾病があるた

め)。  

※患者数…大分類における疾病項目毎に集計するため、合計人数は他統計と一致しない(複数疾病をもつ患者がいるため)。 

  

医療費(円)　※
構成比

(％)
順位

レセプト

件数　※
順位

患者数

(人)　※
順位

患者一人

当たりの

医療費

(円)

順位

Ⅰ．感染症及び寄生虫症 302,664,933 2.3% 12 61,851 13 15,125 10 20,011 16

Ⅱ．新生物＜腫瘍＞ 1,919,650,508 14.7% 1 65,950 12 16,439 9 116,774 1

Ⅲ．血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 183,921,010 1.4% 16 27,509 17 5,949 16 30,916 11

Ⅳ．内分泌，栄養及び代謝疾患 1,735,217,446 13.3% 2 294,921 2 28,431 1 61,033 4

Ⅴ．精神及び行動の障害 634,108,691 4.9% 10 96,706 9 8,363 15 75,823 3

Ⅵ．神経系の疾患 735,617,840 5.6% 9 153,279 6 14,094 11 52,194 6

Ⅶ．眼及び付属器の疾患 765,186,708 5.9% 8 102,725 8 22,164 6 34,524 8

Ⅷ．耳及び乳様突起の疾患 55,954,476 0.4% 17 16,362 18 4,892 17 11,438 21

Ⅸ．循環器系の疾患 1,441,879,357 11.0% 3 298,010 1 26,256 4 54,916 5

Ⅹ．呼吸器系の疾患 794,009,585 6.1% 7 159,721 5 28,327 2 28,030 13

ⅩⅠ．消化器系の疾患 ※ 889,911,271 6.8% 6 227,453 3 27,004 3 32,955 10

ⅩⅡ．皮膚及び皮下組織の疾患 417,056,974 3.2% 11 112,424 7 19,864 7 20,996 15

ⅩⅢ．筋骨格系及び結合組織の疾患 1,099,038,104 8.4% 5 182,631 4 22,492 5 48,864 7

ⅩⅣ．腎尿路生殖器系の疾患 1,352,762,797 10.3% 4 79,092 11 13,326 13 101,513 2

ⅩⅤ．妊娠，分娩及び産じょく ※ 4,691,195 0.0% 21 773 21 355 20 13,215 19

ⅩⅥ．周産期に発生した病態 ※ 1,982,171 0.0% 22 114 22 76 22 26,081 14

ⅩⅦ．先天奇形，変形及び染色体異常 32,940,339 0.3% 19 4,387 19 1,162 19 28,348 12

ⅩⅧ．症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの 218,227,980 1.7% 14 91,440 10 18,036 8 12,100 20

ⅩⅨ．損傷，中毒及びその他の外因の影響 212,752,858 1.6% 15 40,820 14 11,014 14 19,317 17

ⅩⅩⅠ．健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サービスの利用 36,881,334 0.3% 18 27,986 16 4,265 18 8,647 22

ⅩⅩⅡ．特殊目的用コード 228,808,191 1.8% 13 31,026 15 13,761 12 16,627 18

分類外 7,990,562 0.1% 20 1,049 20 242 21 33,019 9

合計 13,071,254,330 892,363 58,750 222,489

疾病分類（大分類）

A B C A/C

網掛け 
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（３）生活習慣病関連疾患の状況  

以下は、令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)のレセプトより、疾病分類表

における中分類単位で生活習慣病と生活習慣病以外の医療費を集計したものです。ここで

は、生活習慣病の基礎疾患(糖尿病、脂質異常症、高血圧性疾患)及び生活習慣病に関係す

る重症化疾患を生活習慣病とし集計しました。生活習慣病の医療費は 43 億 3,606 万円

で、医療費全体の 20.9%を占めています。 

 

生活習慣病と生活習慣病以外の医療費 

 

       
データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。 

資格確認日…1 日でも資格があれば分析対象としている。 

生活習慣病…厚生労働省｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第 4 版)｣には、生活習慣病の明確な定義が記載されてい

ないため、｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第 2 版)｣に記載された疾病中分類を生活習慣病の疾病項

目としている。 

0402 糖尿病、0403 脂質異常症、0901 高血圧性疾患、0902 虚血性心疾患、0904 くも膜下出血、0905 脳内

出血、0906 脳梗塞、0907 脳動脈硬化(症)、0909 動脈硬化(症)、1402 腎不全 

株式会社データホライゾン 医療費分解技術を用いて疾病毎に点数をグルーピングし算出。 

以下は生活習慣病の一人当たり医療費の令和元年度から令和４年度の推移を入院、入院外、総額で

示したものです。令和４年度における生活習慣病一人当たり医療費は 48,094 円となっていま

す。 

 

生活習慣病一人当たり医療費の推移 
 

       

出典：国保データベース(KDB)システム「疾病別医療費分析（生活習慣病）」 

   ※KDB システムにおける生活習慣病の分類からがん、筋・骨格、精神、その他を除く 

  

生活習慣病

4,336,055,089円

20.9%

生活習慣病以外

16,422,665,721円

79.1%

医療費(円)

11,679 12,205 11,220 12,309 

36,682 34,779 36,466 35,784 
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0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

医療費(入院)   医療費(外来)  医療費(入院+外来)    



  - 18 - 

以下は、令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)における、生活習慣病疾病別

の医療費、患者数、患者一人当たりの医療費、有病率を示したものです。 

生活習慣病の基礎疾患（糖尿病、脂質異常症、高血圧性疾患）が医療費、患者数ともに

上位を占めており、 生活習慣病疾病別医療費の約半数を占めています。患者一人当たり

医療費においては、重症化疾患（腎不全、くも膜下出血、脳内出血、脳梗塞、虚血性心疾

患）が上位を占めています。 

生活習慣病の基礎疾患は合併することで重症化し、入院が必要となり医療費が高額化す

る要因となります。糖尿病や高血圧性疾患などの基礎疾患の重症化予防が、医療費を適正

化するために重要となります。 
 

生活習慣病疾病別 医療費統計 

 

生活習慣病疾病別 医療費割合 

  

 

医療費(円) 構成比(%) 順位 患者数(人) 有病率(%)　※ 順位
患者一人当たりの

医療費(円)
順位

0402 糖尿病 1,004,556,914 23.2% 2 20,842 27.0% 1 48,199 6

0403 脂質異常症 428,097,235 9.9% 4 15,651 20.3% 3 27,353 8

0901 高血圧性疾患 717,654,513 16.6% 3 20,090 26.0% 2 35,722 7

0902 虚血性心疾患 350,444,599 8.1% 5 5,381 7.0% 4 65,126 5

0904 くも膜下出血 47,936,287 1.1% 9 113 0.1% 10 424,215 2

0905 脳内出血 178,362,781 4.1% 7 525 0.7% 8 339,739 3

0906 脳梗塞 335,554,171 7.7% 6 3,391 4.4% 5 98,954 4

0907 脳動脈硬化(症) 1,148,360 0.0% 10 150 0.2% 9 7,656 10

0909 動脈硬化(症) 61,547,956 1.4% 8 3,199 4.1% 6 19,240 9

1402 腎不全 1,210,752,273 27.9% 1 1,696 2.2% 7 713,887 1

4,336,055,089 31,354 40.6% 138,294

疾病分類(中分類)

合計

0402

糖尿病

1,004,556,914

23.2%

0403

脂質異常症

428,097,235

9.9%

0901

高血圧性疾患

717,654,513

16.6%0902

虚血性心疾患

350,444,599

8.1%

0904

くも膜下出血

47,936,287

1.1%

0905

脳内出血

178,362,781

4.1%

0906

脳梗塞

335,554,171

7.7%

0907

脳動脈硬化(症)

1,148,360

0.0%

0909

動脈硬化(症)

61,547,956

1.4%

1402

腎不全

1,210,752,273

27.9%

医療費

(円)
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生活習慣病疾病別 患者一人当たりの医療費と有病率 

 

 
データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。 

資格確認日…1 日でも資格があれば分析対象としている。 

※有病率…被保険者数に占める患者数の割合。 

生活習慣病…厚生労働省｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第 4 版)｣には、生活習慣病の明確な定義が記載されていないため、 

       ｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第 2 版)｣に記載された疾病中分類を生活習慣病の疾病項目としている。 

 

以下は、平成 30 年度から令和 4 年度における、生活習慣病医療費を年度別に示したも

のです。平成 30 年度と令和 4 年度を比較すると、糖尿病医療費は、10 億 6,195 万円

から 10 億 456 万円に 5,739 万円減少しています。また、脂質異常症医療費は 5 億

4,869 万円から 4 億 2,810 万円になり、1 億 2,059 万円減少しています。高血圧性疾

患医療費は 9 億 2,302 万円から 7 億 1,765 万円になり、2 億 537 万円減少していま

す。 

生活習慣病に占める構成比を、平成３０年度と令和４年度で比較すると脂質異常症と高

血圧性疾患が減少する一方で、糖尿病と腎不全が増えています。 
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年度別 生活習慣病医療費 

 

 
データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は平成 30 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(60 カ月分)。 

資格確認日…1 日でも資格があれば分析対象としている。 

株式会社データホライゾン 医療費分解技術を用いて疾病毎に点数をグルーピングし算出。 

生活習慣病…厚生労働省｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第 4 版)｣には、生活習慣病の明確な定義が記載されていないため、 

      ｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第 2 版)｣に記載された疾病中分類を生活習慣病の疾病項目としている。 

※医療費…中分類における疾病項目毎に集計するため、データ化時点で医科レセプトが存在しない(画像レセプト、月遅れ等)場合集計で

きない。そのため他統計と一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0402 糖尿病

0403 脂質異常症

0901 高血圧性疾患

0902 虚血性心疾患

0904 くも膜下出血

0905 脳内出血

0906 脳梗塞

0907 脳動脈硬化（症）

0909 動脈硬化（症）

1402 腎不全

合計

疾病分類（中分類）

平成30年度 令和元年度 令和2年度

医療費(円)　※
構成比

(%)
医療費(円)　※

構成比

(%)
医療費(円)　※

構成比

(%)

1,061,946,143 21.8% 1,040,273,878 21.5% 1,022,016,048 22.0%

548,688,562 11.3% 529,432,342 10.9% 480,945,794 10.3%

923,019,047 19.0% 856,295,458 17.7% 793,636,028 17.1%

410,068,445 8.4% 465,870,258 9.6% 405,005,449 8.7%

41,309,430 0.8% 35,169,495 0.7% 50,346,864 1.1%

177,017,376 3.6% 178,060,745 3.7% 147,303,612 3.2%

330,277,860 6.8% 334,676,364 6.9% 368,418,246 7.9%

255,069 0.0% 98,711 0.0% 249,324 0.0%

51,774,103 1.1% 56,961,755 1.2% 64,303,983 1.4%

1,316,545,056 27.1% 1,338,301,054 27.7% 1,320,043,564 28.4%

4,860,901,091 4,835,140,060 4,652,268,912

0402 糖尿病

0403 脂質異常症

0901 高血圧性疾患

0902 虚血性心疾患

0904 くも膜下出血

0905 脳内出血

0906 脳梗塞

0907 脳動脈硬化（症）

0909 動脈硬化（症）

1402 腎不全

合計

疾病分類（中分類）

令和3年度 令和4年度

医療費(円)　※
構成比

(%)
医療費(円)　※

構成比
(%)

1,032,928,139 22.5% 1,004,556,914 23.2%

472,888,187 10.3% 428,097,235 9.9%

786,102,830 17.1% 717,654,513 16.6%

394,922,718 8.6% 350,444,599 8.1%

49,318,381 1.1% 47,936,287 1.1%

173,398,679 3.8% 178,362,781 4.1%

314,045,089 6.8% 335,554,171 7.7%

642,145 0.0% 1,148,360 0.0%

60,989,367 1.3% 61,547,956 1.4%

1,310,302,185 28.5% 1,210,752,273 27.9%

4,595,537,720 4,336,055,089
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年度別 生活習慣病医療費構成比 

 

 
 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は平成 30 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(60 カ月分)。 

資格確認日…1 日でも資格があれば分析対象としている。 
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（４）高額レセプト(5 万点以上)の発生状況 
 

以下は、平成 30 年度から令和 4 年度に発生している高額レセプトの集計結果を年度別

に示したものです。令和４年度の高額レセプトは 7,030 件発生しており、レセプト件数

全体の 0.8%を占めています。高額レセプトの医療費は 74 億 9,036 万円となり、医療

費全体の 36.0%を占めています。 

年度別にみると平成 30 年度の高額レセプト件数 6,947 件から令和 4 年度の 7,030

件は 83 件増加しており、平成 30 年度の高額レセプトの医療費 74 億 9,036 万円から

令和 4 年度の 69 億 2,111 万円は 5 億 6,925 万円増加しています。 

 

     
以下は、令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)の高額レセプト発生患者の疾

病傾向を患者数順に示したものです。高額レセプト発生患者を主要傷病名で中分類毎に分

類した結果、高額レセプト発生患者数が多い疾病分類は｢その他の悪性新生物＜腫瘍＞｣｢そ

の他の心疾患｣｢骨折｣等となっています。 

 
データ化範囲（分析対象）…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。対象診療年月は平成 30 年 4 月～令和 5 年 3 月診療

分(60 カ月分)。 

6,921 7,657 7,597 7,662 7,490 

15,048 
14,551 13,530 13,875 13,324 

31.5%

34.5%
36.0% 35.6% 36.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

総医療費に占める

高額レセプトの割合

(%)

医療費全体

(百万円)

高額レセプトの医療費

その他レセプトの医療費

総医療費に占める高額レセプトの割合(％)

入院 入院外 合計

1 その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 前立腺癌，膵頭部癌，卵巣癌 312 599,229,900 576,422,670 1,175,652,570 3,768,117

2 その他の心疾患 発作性心房細動，うっ血性心不全，持続性心房細動 187 454,991,770 156,497,370 611,489,140 3,269,995

3 骨折 大腿骨頚部骨折，腰椎圧迫骨折，大腿骨転子部骨折 162 313,720,830 48,741,190 362,462,020 2,237,420

4 気管，気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞ 下葉肺癌，上葉肺癌，上葉肺腺癌 134 266,201,010 393,674,650 659,875,660 4,924,445

5 関節症
変形性膝関節症，変形性股関節症，両側性形成不全
性股関節症 108 259,446,110 49,867,790 309,313,900 2,864,018

6 乳房の悪性新生物＜腫瘍＞ 乳房上外側部乳癌，乳癌，乳房中央部乳癌 107 97,243,290 190,390,700 287,633,990 2,688,168

7 その他の消化器系の疾患 鼡径ヘルニア，潰瘍性大腸炎，癒着性イレウス 106 134,023,070 81,509,780 215,532,850 2,033,329

8 虚血性心疾患 狭心症，急性前壁中隔心筋梗塞，労作性狭心症 100 224,129,560 48,184,040 272,313,600 2,723,136

9 脳梗塞 脳梗塞，アテローム血栓性脳梗塞，ラクナ梗塞 97 368,941,120 18,457,020 387,398,140 3,993,795

10 腎不全 慢性腎不全，腎性貧血，末期腎不全 95 184,402,850 306,069,500 490,472,350 5,162,867

順位 疾病分類（中分類）
主要傷病名

（上位3疾病まで記載）
患者数
（人）

医療費（円） 患者一人当たり
の医療費（円）
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（５）人工透析患者の状況 
 

人工透析患者の分析結果を以下に示します。｢透析｣は傷病名ではないため、｢透析｣に当

たる診療行為が行われている患者を特定し、集計しました。 

分析の結果、透析患者の一人当たり医療費は平均で年間 5,322,199 円となっており、

起因が明らかとなった患者のうち、72.2%が生活習慣を起因とするもので、66.0%がⅡ

型糖尿病を起因として透析となる、糖尿病性腎症であることが分かりました。 

 

対象レセプト期間内で｢透析｣に関する診療行為が行われている患者数 

透析療法の種類 
透析患者数 

（人） 

血液透析のみ 281  

腹膜透析のみ 9  

血液透析及び腹膜透析 1  

透析患者合計 291  

 
透析患者の医療費 

 

透析患者の原因疾患 

 
データ化範囲（分析対象）…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年

3 月診療分(12 カ月分)。 

 

透析関連
透析関連

以外
合計 透析関連

透析関連

以外
合計

291 1,416,351,180 132,408,750 1,548,759,930

4,867,186 455,013 5,322,199

5,488,293① 糖尿病性腎症　Ⅰ型糖尿病 4 1.4% 19,140,870 2,812,300 21,953,170 4,785,218 703,075

108,261,400 1,071,695,930 5,017,888 563,861

透析患者の起因
透析患者数

（人）

割合

（％

）

医療費（円）
医療費（円）

【一人当たり】

5,741,211 364,024

5,581,750

③ 糸球体腎炎　IgA腎症 3 1.0% 6,239,570 2,182,420 8,421,990 2,079,857 727,473 2,807,330

② 糖尿病性腎症　Ⅱ型糖尿病 192 66.0% 963,434,530

6,105,235

⑤ 腎硬化症　本態性高血圧 18 6.2% 91,616,070 4,343,810 95,959,880 5,089,782 241,323 5,331,104

④ 糸球体腎炎　その他 10 3.4% 57,412,110 3,640,240 61,052,350

4,526,197

透析患者全体

患者一人当たり

医療費平均

⑥ 起因が特定できない患者 64 22.0% 278,508,030 11,168,580 289,676,610 4,351,688 174,509

糖尿病性腎症

Ⅰ型糖尿病

4人

1.4%

糖尿病性腎症

Ⅱ型糖尿病

192人

66.0%

糸球体腎炎

IgA腎症

3人

1.0%

糸球体腎炎

その他

10人

3.4%

腎硬化症

本態性高血圧

18人

6.2%

起因が特定

できない患者

6人

22.0%

生活習慣を

起因とする疾病

21人

72.2%

生活習慣を起因とする疾病 
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 （６）新規人工透析患者数の推移 
 

新規人工透析患者数の推移を以下に示します。令和３年度までは増加傾向にありました

が、令和４年度は減少し 29 人となっています。 

 

 

出典：特定疾病受領証新規受付件数（他保険からの継続除く） 
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（７）フレイル関連の状況 

フレイルとは加齢に伴って、運動機能や認知機能の低下がみられる状態で、要介護状態

になりやすく、身体機能が阻害され、疾患などの重症化を招く要因となります。以下にフ

レイル関連の状況についてまとめています。 
 

① 低体重状態の被保険者の状況 
 

高齢者は食事量が減少し、エネルギーや栄養素が不足した低栄養状態になりやすくなり

ます。低栄養は活力を阻害し、筋力の低下や疾患の重症化を招く要因となります。 

65 歳以上の被保険者の令和４年度健診結果から、BMI の数値より被保険者を肥満度別

に分類した結果を、性別毎に示しました。 

男女ともに普通体重(BMI20.0～25 未満）に属する被保険者が最も多くなっています。

低栄養が疑われる、低体重（BMI20.0 未満）に属する被保険者は、全体で 2,452 人

（17.6％）、男性で 563 人（10.1％）、女性で 1,889 人（22.5％）存在し、女性が顕著

に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：特定健康診査データ（令和４年度）  

  

4 

33 

267 

1,550 

4,622 

1,070 

819 

0 2,000 4,000 6,000

40以上

35～40未満

30～35未満

25～30未満

20～25未満

18.5～20未満

18.5未満

女

6 

12 

155 

1,594 

3,236 

389 

174 

02,0004,0006,000

40以上

35～40未満

30～35未満

25～30未満

20～25未満

18.5～20未満

18.5未満

男

低体重 

（人） （人） 



  - 26 - 

② ロコモティブシンドロームの状況 
 

フレイル関連疾患とされるもののうち、最も多く見られるロコモティブシンドローム原

因疾患の医療費の状況を以下に示します。 

医療費総計の約 4.95%をロコモティブシンドローム原因疾患が占め、中には要支援及

び要介護の主な原因である｢関節疾患｣｢骨折･転倒｣に関連する疾患が多く含まれます。 

また、年齢階層別及び男女別で医療費の推移をみると、加齢が進むにつれて患者数が増

え医療費が急速に増大する傾向にあり、女性の患者数及び医療費が高くなっています。 

 
 

ロコモティブシンドローム原因疾患患者数及び医療費 
 

ロコモティブシンドローム原因疾患のレセプトが存在

する患者数（人） 
11,911 

ロコモティブシンドローム原因疾患医療費（円） 934,349,098 

 

 

ロコモティブシンドローム原因疾患別医療費の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。対象年齢は 40 歳以上。 

資格確認日…1 日でも資格があれば分析対象としている。 

※ロコモティブシンドローム原因疾患は｢ロコモティブシンドローム診療ガイド 2010(日本整形外科学会 編)｣に基づき、株

式会社データホライゾンにて以下関連疾患を選定。 

※原因疾患…変形性膝関節症、変形性股関節症、変形性脊椎症(頚椎症、腰部脊柱管狭窄症)、骨粗鬆症、骨折(大腿骨頚部(近位

部)骨折、橈骨遠位端骨折、上腕骨近位端骨折、脊椎(圧迫)骨折、肋骨骨折、脆弱性骨折)、サルコペニア 

※サルコペニア…筋肉量が低下し、筋力または身体能力が低下した状態。 

 

 

  

変形性膝関

節症

19.62%

変形性股関節症

7.46%

変形性脊椎症

25.25%

骨粗鬆症

27.73%
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骨折

9.67%

橈骨遠位端骨折

3.49%

上腕骨近位端

骨折

1.53%

脊椎圧迫骨折

4.68%

肋骨骨折

0.54%
脆弱性骨折

0.00%

サルコペニア

0.02%対象疾患

934,349,098 

4.95%

対象疾患以外

17,947,817,752 

95.05%

全医療費に占める対象疾患の割合 対象疾患に占める個別疾患の割合
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年齢階層別･男女別 ロコモティブシンドローム原因疾患 有病率と医療費 

 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。対象年齢は 40 歳以上。 

資格確認日…1 日でも資格があれば分析対象としている。 
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（７）重複多剤・重複頻回受診の状況 
 

ひと月に同系の疾病を理由に複数の医療機関を受診している｢重複受診者｣や、ひと月に

同一の医療機関に一定回数以上受診している｢頻回受診者｣、ひと月に同系の医薬品が複数

の医療機関で処方され、処方日数が一定以上の｢重複服薬者｣について令和 4 年 4 月～令和

5 年 3 月診療分(12 カ月分)のレセプトデータを用いて分析しました。 

 

① 重複受診者数 

以下のとおり重複受診者数を集計しました。ひと月平均 45 人程度の重複受診者が確

認できます。12 カ月間の延べ人数は 535 人、実人数は 386 人です。 
 

  
令和 4 年 

4 月 

令和 4 年 

5 月 

令和 4 年 

6 月 

令和 4 年 

7 月 

令和 4 年 

8 月 

令和 4 年 

9 月 

重複受診者数(人) ※ 44 34 34 44 46 38 

令和 4 年 

10 月 

令和 4 年 

11 月 

令和 4 年 

12 月 

令和 5 年 

1 月 

令和 5 年 

2 月 

令和 5 年 

3 月 

49 48 47 50 42 59 

 

12 カ月間の延べ人数 535 人 
   

12 カ月間の実人数 386 人 
 

重複受診の要因となる主な上位疾病は以下のとおりです。 
 

順位 病名 分類 割合（％） 

1 不眠症 神経系の疾患 16.8% 

2 高血圧症 循環器系の疾患 7.0% 

3 片頭痛 神経系の疾患 5.8% 

4 ＣＯＶＩＤ－１９ 特殊目的用コード 4.9% 

5 糖尿病 内分泌，栄養及び代謝疾患 3.8% 

6 アレルギー性鼻炎 呼吸器系の疾患 3.7% 

7 腰部脊柱管狭窄症 筋骨格系及び結合組織の疾患 2.2% 

8 急性気管支炎 呼吸器系の疾患 2.1% 

9 近視性乱視 眼及び付属器の疾患 2.1% 

10 便秘症 消化器系の疾患 1.9% 
 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。 

資格確認日…令和 5 年 3 月 31 日時点。 

株式会社データホライゾン 医療費分解技術を用いて疾病毎に点数をグルーピングし算出。 

※重複受診者数…1 カ月間で同系の疾病を理由に 3 医療機関以上受診している患者を対象とする。透析中、治療行為を行っ

ていないレセプトは対象外とする。 
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② 頻回受診者数 

以下のとおり頻回受診者数を集計しました。ひと月平均 153 人程度の頻回受診者が

確認できます。12 カ月間の延べ人数は 1,830 人、実人数は 645 人です。 
 

  
令和 4 年 

4 月 

令和 4 年 

5 月 

令和 4 年 

6 月 

令和 4 年 

7 月 

令和 4 年 

8 月 

令和 4 年 

9 月 

頻回受診者数(人) ※ 148 150 175 141 137 159 

令和 4 年 

10 月 

令和 4 年 

11 月 

令和 4 年 

12 月 

令和 5 年 

1 月 

令和 5 年 

2 月 

令和 5 年 

3 月 

169 159 156 122 129 185 

 

12 カ月間の延べ人数 1,830 人 
   

12 カ月間の実人数 645 人 
 

頻回受診の要因となる主な上位疾病は以下のとおりです。 
 

順位 病名 分類 割合（％） 

1 統合失調症 精神及び行動の障害 11.1% 

2 腰部脊柱管狭窄症 筋骨格系及び結合組織の疾患 7.7% 

3 変形性膝関節症 筋骨格系及び結合組織の疾患 5.9% 

4 変形性腰椎症 筋骨格系及び結合組織の疾患 4.5% 

5 高血圧症 循環器系の疾患 4.1% 

6 肩関節周囲炎 筋骨格系及び結合組織の疾患 3.8% 

7 認知症 精神及び行動の障害 2.5% 

8 頚肩腕症候群 筋骨格系及び結合組織の疾患 2.2% 

9 腰椎椎間板症 筋骨格系及び結合組織の疾患 1.8% 

10 うつ病 精神及び行動の障害 1.5% 
 

データ化範囲(分析対象)…入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。 

資格確認日…令和 5 年 3 月 31 日時点。 

※頻回受診者数…1 カ月間で同一医療機関に 12 回以上受診している患者を対象とする。透析患者は対象外とする。  
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③ 重複服薬者数 

以下のとおり重複服薬者数を集計しました。ひと月平均 214 人程度の重複服薬者が

確認できます。12 カ月間の延べ人数は 2,572 人、実人数は 1,265 人です。 
 

  
令和 4 年 

4 月 

令和 4 年 

5 月 

令和 4 年 

6 月 

令和 4 年 

7 月 

令和 4 年 

8 月 

令和 4 年 

9 月 

重複服薬者数(人) ※ 237 195 194 194 189 203 

令和 4 年 

10 月 

令和 4 年 

11 月 

令和 4 年 

12 月 

令和 5 年 

1 月 

令和 5 年 

2 月 

令和 5 年 

3 月 

205 235 243 200 228 249 

 

12 カ月間の延べ人数 2,572 人 
   

12 カ月間の実人数 1,265 人 

 

重複服薬の要因となる主な上位薬品は以下のとおりである。 
 

順位            薬品名 ※ 効能 割合（％） 

1 マイスリー錠５ｍｇ 催眠鎮静剤，抗不安剤 6.4% 

2 
アムロジピンＯＤ錠５ｍｇ「ト

ーワ」 
血管拡張剤 4.3% 

3 デパス錠０．５ｍｇ 精神神経用剤 3.5% 

4 
レバミピド錠１００ｍｇ「オー

ツカ」 
消化性潰瘍用剤 3.3% 

5 レンドルミン錠０．２５ｍｇ 催眠鎮静剤，抗不安剤 3.1% 

6 
ロスバスタチン錠２．５ｍｇ

「ＤＳＥＰ」 
高脂血症用剤 2.3% 

7 サイレース錠２ｍｇ 催眠鎮静剤，抗不安剤 2.2% 

8 ハルシオン０．２５ｍｇ錠 催眠鎮静剤，抗不安剤 1.6% 

9 メトグルコ錠２５０ｍｇ 糖尿病用剤 1.6% 

10 
ランソプラゾールＯＤ錠１５ｍ

ｇ「武田テバ」 
消化性潰瘍用剤 1.5% 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。 

資格確認日…令和 5 年 3 月 31 日時点。 

※重複服薬者数…1 カ月間で同系の医薬品が複数の医療機関で処方され、同系医薬品の日数合計が 60 日を超える患者を対象

とする。 

 

④ 多剤服薬者数 
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医薬品の多剤服薬は、薬の飲み忘れや飲み間違い等の服薬過誤、副作用等の薬物有害

事象発生につながるおそれがあります。薬物有害事象の発生リスクは 6 種類以上の服薬

で特に高まるとされており、高齢者に起こりやすい副作用にはふらつき･転倒、物忘

れ、うつ、せん妄、食欲低下、便秘、排尿障害等があります。複数疾病を有する高齢者

においては特に注意が必要です。 

本分析では、服薬状況を把握し適切な服薬を促すことを目的に、対象となる患者の特

定を行います。複数医療機関から内服薬が長期(14 日以上)処方されている対象者のう

ち、基準月(令和 5 年 3 月)に 6 種類以上の内服薬を服用している長期多剤服薬者は

3,787 人となっています。 
 

 

データ化範囲(分析対象)…入院外、調剤の電子レセプト。 

対象診療年月は令和 4 年 12 月～令和 5 年 3 月診療分(4 カ月分)。 

一時的に服用した医薬品を除くため、処方日数が 14 日以上の医薬品を対象としている。複数医療機関から処方された内服薬のうち、基

準月(分析期間最終月)に服用している長期処方薬の種類数を集計する。基準月の服用状況については、基準月に処方された薬剤と基準月

以前に処方された長期処方薬を調剤日と処方日数から判定している。 

※長期多剤服薬者数…複数医療機関から内服薬が長期(14 日以上)処方されており、その長期処方の内服薬が 6 種類以上の人数。参考資

料:日本老年医学会｢高齢者の安全な薬物療法ガイドライン 2015｣ 

 

 

 

 

 

 

 

年齢階層 

                対象者数(人)   

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

44 歳 

45 歳 

～ 

49 歳 

50 歳 

～ 

54 歳 

55 歳 

～ 

59 歳 

60 歳 

～ 

64 歳 

65 歳 

～ 

69 歳 

70 歳 

～ 
合計 

薬

剤

種

類

数 

6 種類 48 30 31 44 44 58 173 391 819 

7 種類 42 20 32 38 49 54 141 343 719 

8 種類 24 12 24 25 35 52 97 266 535 

9 種類 24 11 22 27 31 44 93 195 447 

10 種類 12 11 17 24 24 44 75 155 362 

11 種類 9 10 7 15 19 23 42 123 248 

12 種類 12 7 13 17 18 19 24 89 199 

13 種類 5 5 3 11 8 16 25 45 118 

14 種類 3 6 6 10 14 13 18 36 106 

15 種類 7 4 3 6 5 5 9 19 58 

16 種類 3 4 0 3 6 3 7 16 42 

17 種類 4 2 1 4 3 8 7 11 40 

18 種類 2 1 2 4 1 3 1 7 21 

19 種類 1 0 0 0 1 3 2 6 13 

20 種類 3 0 1 1 1 1 1 2 10 

21 種類以上 5 6 3 5 2 11 7 11 50 

長期多剤服薬者数(人)※ 3,787 
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３ 特定健康診査・特定保健指導の状況 
 

（１）特定健康診査受診率・特定保健指導実施率の推移    
 

① 特定健康診査受診率 

以下は、平成 30 年度から令和 4 年度における、特定健康診査の受診率を示したも

のです。特定健康診査受診率は、県平均より高いものの、伸び悩んでいます。男女別

にみると男性が低い傾向にあり、年齢層別にみると男女ともに若年層で受診率が低く

なっています。 
 

年度別 特定健康診査受診率 

 

年度･男女別 特定健康診査受診率 

  

男女別 特定健康診査受診率（令和 4 年度） 

  
 出典：法定報告    

41.5% 41.9%

37.2%

39.4%

41.5%

40.3% 40.7%

34.9%

38.2%
39.4%

30.0%
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34.0%

36.0%
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40.0%
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36.6%

32.6%
34.2%

36.4%

45.9% 46.6%

41.2%
43.9%

46.1%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

受診率(%) 男性 女性

19.0%
21.1%

24.0%
27.6%

31.9%

42.8%

49.7%

25.4% 27.1%

32.1%
36.2%

43.7%

51.0%
55.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

受診率(%)
男性 女性
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② 特定健康診査の地域別受診状況 

 以下は、令和４年度の特定健康診査受診率を地区別に示したものです。桜井地区お

よび大沢地区が 43.６％と最も高く、最も高い桜井地区と最も低い越ヶ谷地区では

4.8 ポイントの差があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （％） 

 出典：国保データベース(KDB)システム（厚生労働省様式（様式５－４）） 

 

 

 

桜
井 

大
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南
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谷 
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大
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平
均 

北
越
谷 

荻
島 

新
方 

出
羽 

増
林 

蒲
生 

川
柳 

越
ヶ
谷 

43.6 43.6 42.1 41.7 41.6 41.1 40.7 40.6 40.2 39.9 39.7 39.7 39.3 38.8 

38.8％ 

40.6％ 

39.7％ 

43.6％ 

39.9％ 

40.2％ 

39.3％ 

41.7％ 

39.7％ 

41.6％ 

43.6％ 

42.1％ 

40.7％ 

←   高い   受診率   低い   → 
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③ 特定保健指導実施状況 

以下は、本市の平成 30 年度から令和 4 年度における、特定保健指導の実施状況を

年度別に示したものです。特定保健指導の実施率は県平均と比較して低く推移してお

り、令和４年度の実施率は 14.5％となっています。男女別にみると男性が低い傾向に

あり、年齢層別では全体的に低い傾向にありますが、特に 50 代が男女とも低くなっ

ています。 
 

年度別 特定保健指導実施率 

 

年度･男女別 特定保健指導実施率 

  

男女・年齢階層別 特定保健指導実施率（令和 4 年度） 

  

出典：法定報告   
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（２）特定健康診査及びレセプトデータによる指導対象者群分析 
 

以下は、40 歳以上の被保険者について、特定健康診査データの有無や異常値の有無、生

活習慣病にかかわるレセプトの有無等を判定し、7 つのグループに分類した結果を示したも

のです。 

左端の｢1.健診結果優良者｣から｢6.治療中断者｣まで順に健康状態が悪くなっており、｢7.生

活習慣病状態不明者｣は特定健康診査データ･レセプトデータから生活習慣病状態が確認でき

ないグループです。 
 

 

データ化範囲(分析対象)…入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

            対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。  

データ化範囲(分析対象)…健康診査データは令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月健診分(12 カ月分)。 

資格確認日…令和 5 年 3 月 31 日時点。 

※内臓脂肪蓄積リスク…腹囲･BMI により内臓脂肪蓄積リスクを判定し階層化。 

  

2,689人 4,595人 684人 10,066人 10,617人 172人 18,084人

内臓脂肪蓄積リスク有 健診異常値放置者 生活習慣病受診有

1,483人 3,663人 2,287人

内臓脂肪蓄積リスク無 既に受診中 生活習慣病受診無

3,112人 6,403人 15,797人

情報提供及び、判定不能 15,474人

40歳以上の被保険者

1

健診結果優良者

2

特定保健指導

予備群

3

受診勧奨値

除外後の特定

保健指導対象者

4

医療機関

受診勧奨対象者

5

健診未受診

治療中者

健診受診者 18,034人 健診未受診者 28,873人

6

治療中断者

7

生活習慣病

状態不明者

積極的支援 694人

動機付け支援 1,866人

Ⅲ

特定保健指導

対象者

Ⅰ

健診受診

Ⅴ

生活習慣病

投薬レセプト

Ⅵ

生活習慣病

放置

Ⅱ

医療機関受診勧奨

対象者

無有

無有
該当

非該当

無

有

該当

有

非該当

Ⅳ

特定保健指導

健診値リスク

特
定
保
健
指
導

対
象
者
の
階
層
化

※

※

無
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（３）特定健康診査未受診者と受診者の医療費 
 

以下は、特定健康診査受診有無によるレセプト１件当たり医療費の比較を示したもので

す。特定健康診査受診者と未受診者のレセプト 1 件当たり医療費の差は、19,910 円とな

っており、未受診者の医療費が受診者の医療費と比較して高くなっています。また、越谷市

の特定健康診査未受診者のレセプト 1 件当たり医療費は、全国、埼玉県と比べて高くなって

います。 

 

 

 

 

 

出典：国保データベース(KDB)システム（地域の全体像の把握） 

 

 

（４）年齢階級別 生活習慣病レセプト有無別の健診受診状況 
 

以下は、令和 4 年度における 40 歳以上の特定健診対象者について、健診受診状況別に生

活習慣病の治療状況を示したものです。特定健診未受診者のうち、生活習慣病で医療機関を

受診している被保険者が 3 割程度存在していることが分かります。 

 

 

出典:国保データベース(KDB)システム「糖尿病等生活習慣病予防のための健診･保健指導」 

 

 

 

 

 

 

 

 

65歳～74歳

40歳～64歳

健診受診者

28.6%

治療なし

11.4%

治療中

17.2%

健診未受診者

71.4%

治療中(健診未受診)

31.7%

健診･治療なし

39.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

健診受診者

50.6%

治療なし

10.8%

治療中

39.8%

健診未受診者

49.4%

治療中(健診未受診)

34.6%

健診･治療なし

14.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

  越谷市 埼玉県 全国 

特定健康診査受診者 25,060 円 24,720 円 25,330 円 

特定健康診査未受診者 44,970 円 43,940 円 43,220 円 

医療費の差 19,910 円 19,220 円 17,890 円 
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（５）特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率 
 

以下は令和元年度から令和３年度において、前年特定保健指導を実施した方が翌年対象者

ではなくなった方の割合を示したものです。 

本市は埼玉県平均と比較して保健指導実施翌年に保健指導対象とならず正常値となった割

合は高く推移しており、年々向上しています。 

 

 
出典：埼玉県国民健康保険団体連合会提供資料 

 
 

   

 

 

 

  

26.3% 26.4% 27.1%
28.7%

24.1% 23.9%

19.3%

24.8%

14.0%

18.0%

22.0%

26.0%

30.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

越谷市 埼玉県平均
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（６）特定健康診査有所見率 
 

① 検査項目ごとの有所見率 

以下は、令和 4 年度健康診査データによる、検査項目別の有所見者の状況を示した

ものです。健診受診者全体では、収縮期血圧の有所見者割合が最も高く、健診受診者

の 51.9%を占めています。年齢階層別にみると、40 歳～64 歳では LDL コレステロ

ール、65 歳～74 歳では収縮期血圧の有所見者割合が最も高くなっています。 

  

区分 

BMI 腹囲 中性脂肪 ALT HDL HbA1c 尿酸 

25 

以上 

男性 85

以上 

女性 90

以上 

150 

以上 

31 

以上 

40 

未満 

5.6 

以上 

7.0 

以上 

越谷市 

40 歳～

64 歳 

人数(人) 1,665 1,984 1,682 1,018 310 1,914 469 

割合(%) 30.1 35.9 30.4 18.4 5.6 34.6 8.5 

65 歳～

74 歳 

人数(人) 3,240 4,365 3,787 1,387 539 6,728 747 

割合(%) 26.3 35.5 30.8 11.3 4.4 54.7 6.1 

全体 
(40 歳～

74 歳) 

人数(人) 4,905 6,349 5,469 2,405 849 8,642 1,216 

割合(%) 27.5 35.6 30.7 13.5 4.8 48.5 6.8 

県 割合(%) 27.0% 35.4 20.1 13.6 3.8 60.4 7.3 

国 割合(%) 26.8% 34.9 21.2 14.0 3.9 58.3 6.7 
 

区分 

収縮期

血圧 

拡張期

血圧 
LDL 

クレアチ

ニン 
心電図 

眼底 

検査 
eGFR 

130 以

上 

85 

以上 

120 以

上 

1.3 

以上 

所見 

あり 

検査 

あり 

60 

未満 

越谷市 

40 歳～

64 歳 

人数(人) 2,098 1,312 2,938 25 900 45 439 

割合(%) 38.0 23.8 53.2 0.5 16.3 0.8 7.9 

65 歳～

74 歳 

人数(人) 7,157 2,552 6,225 173 2,867 149 2,817 

割合(%) 58.2 20.7 50.6 1.4 23.3 1.2 22.9 

全体 
(40 歳～

74 歳) 

人数(人) 9,255 3,864 9,163 198 3,767 194 3,256 

割合(%) 51.9 21.7 51.4 1.1 21.1 1.1 18.3 

県 割合(%) 50.9% 22.5 51.8 1.3 27.4 9.8 22.2 

国 割合(%) 48.2% 20.7 50.0 1.3 21.7 18.7 21.9 

出典:国保データベース(KDB)システム「健診有所見者状況(男女別･年代別)」 
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② 血糖コントロール不良者の状況 

以下は、令和元年度から令和４年度の HbA1c8.0％以上の割合の推移を示したもの

です。埼玉県平均よりは低く推移していますが、令和元年度の 1.18％から令和４年度

は 0.17％上昇しています。 

 

HbA1c8.0％以上の割合 

 
出典：埼玉県国民健康保険団体連合会提供資料 

 

③ 高血糖者の状況 

以下は、令和元年度から令和４年度の HbA1c6.5％以上の割合の推移を示したもの

です。埼玉県平均よりは低く推移しており、令和４年度は 8.9％となっています。 

 

HbA1c6.5％以上の割合 

 
出典：埼玉県国民健康保険団体連合会提供資料 
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④ HbA1c6.5%以上の者のうち糖尿病のレセプトがない者の状況 

以下は、令和元年度から令和４年度の HbA1c6.5％以上で糖尿病のレセプトがない

ものの割合の推移を示したものです。埼玉県平均と同程度で推移していましたが、令

和 4 年度は 19.0％と埼玉県平均よりも高くなっています。 

 

HbA1c6.5%以上の者のうち糖尿病のレセプトがない者の割合 

 
出典：埼玉県国民健康保険団体連合会提供資料 

 

⑤ 血圧が保健指導判定値以上の者の状況 

以下は、令和元年度から令和４年度の血圧が保健指導判定値（収縮期血圧 130mmHg

以上または拡張期血圧 85ｍｍHg 以上）以上の割合の推移を示したものです。埼玉県平

均と同程度で推移しており、令和 4 年度は 53.9％となっています。 

 

血圧が保健指導判定値以上の者の割合 

 
出典：埼玉県国民健康保険団体連合会提供資料 
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⑥ メタボリックシンドローム該当者・予備群の状況 

以下は、令和 4 年度健康診査データによるメタボリックシンドローム該当状況を示

したものです。健診受診者全体では、予備群は 10.9%で県と比較して低く推移してい

ますが、該当者は 21.8%で県より高く推移しています。また、血糖、血圧、脂質の 3

項目全ての追加リスクを持っている該当者は 7.1%です。 

 

年度別 メタボリックシンドローム該当者・予備群の割合 

  
出典：法定報告 

 

 

メタボリックシンドローム該当状況(男女合計)(令和 4 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

出典:国保データベース(KDB)システム「メタボリックシンドローム該当者･予備群」 
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65歳～74歳 12,306 50.6% 237 1.9% 1,265 10.3% 48 0.4% 965 7.8% 252 2.0%

全体(40歳～74歳) 17,830 40.8% 516 2.9% 1,948 10.9% 77 0.4% 1,341 7.5% 530 3.0%

年齢階層
健診受診者 腹囲のみ 予備群
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1,022 18.5% 79 1.4% 75 1.4% 566 10.2% 302 5.5%

2,863 23.3% 323 2.6% 123 1.0% 1,445 11.7% 972 7.9%
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（７）質問票（生活習慣）の状況 
 

令和２年度と令和４年度の特定健康診査の質問票より生活習慣の状況を比べると、運動習

慣で 1 回 30 分以上の運動を週 2 日以上実施していると回答した人の割合は 0.6 ポイント

低くなっていますが、埼玉県と比べると 4.8 ポイント高くなっています。 

また、運動や食生活習慣の改善意欲について「既に改善に取り組んでいる（6 ヶ月以

上）」の割合が 17.0 と 0.4 ポイント向上していますが、埼玉県と比べると 1.1 ポイント低

くなっています。 
 

質問票の項目 

越谷市 

受診者に占める割合(%) 

埼玉県 

受診者に占める割合(%) 

令和 2 年度 

(A) 

令和 4 年度 

（B) 

差 

(B)-(A) 

令和 2 年度 

(A) 

令和 4 年度 

（B) 

差 

(B)-(A) 

喫
煙 

たばこを習慣的に吸っている 13.0% 13.5% 0.5% 14.4% 14.7% 0.3% 

運
動
習
慣 

1 回 30 分以上の運動を週 2 回以

上、1 年以上実施 
44.4% 43.8% ▲ 0.6% 39.1% 39.0% ▲ 0.1% 

日常生活において歩行又は同等の身

体活動を 1 日 1 時間以上実施 
50.7% 51.3% 0.6% 48.4% 48.7% 0.3% 

咀
嚼 

なんでも噛める 76.3% 78.1% 1.7% 75.8% 75.7% ▲ 0.1% 

噛みにくいことがある 19.7% 17.4% ▲ 2.3% 17.1% 17.2% 0.1% 

ほとんど噛めない 0.8% 0.9% 0.2% 0.8% 0.8% ▲ 0.0% 

食
事 

食べ方 

食べる速度が速い 23.4% 22.8% ▲ 0.5% 23.5% 23.3% ▲ 0.3% 

食べる速度が普通 66.5% 66.6% 0.1% 61.4% 62.2% 0.8% 

食べる速度が遅い 7.0% 7.0% 0.0% 6.8% 7.0% 0.1% 

食習慣 

週 3 回以上就寝前

に夕食を摂る 
15.6% 15.4% ▲ 0.2% 15.7% 15.5% ▲ 0.2% 

毎日朝昼夕食以外

に間食を摂る 17.5% 18.0% 0.5% 16.9% 17.9% 1.1% 

週 3 回以上朝食を

抜く 9.6% 11.2% 1.6% 8.7% 10.0% 1.2% 

飲
酒 

習慣 

お酒を毎日飲む 24.5% 24.0% ▲ 0.5% 24.2% 23.7% ▲ 0.5% 

お酒を時々飲む 19.2% 20.2% 0.9% 20.6% 21.0% 0.4% 

お酒をほとんど飲

まない 53.1% 52.3% ▲ 0.8% 48.6% 48.7% 0.1% 

1 回の量 

1 合未満 67.9% 68.1% 0.2% 53.3% 53.0% ▲ 0.3% 

1～2 合未満 12.8% 13.1% 0.2% 16.3% 16.1% ▲ 0.2% 

2～3 合未満 8.8% 8.5% ▲ 0.3% 6.8% 7.0% 0.2% 

3 合以上 1.9% 1.8% ▲ 0.2% 1.7% 1.9% 0.1% 

休
養

睡眠が十分とれている 72.7% 71.7% ▲ 1.0% 69.4% 68.5% ▲ 0.9% 

改
善
意
欲 

運動や食生活

等の生活習慣

を改善してみ

ようと思う 

改善するつもりは

ない 
17.2% 17.4% 0.2% 27.7% 27.4% ▲ 0.2% 

改善するつもりで

ある 
13.7% 12.1% ▲ 1.5% 22.5% 22.4% ▲ 0.1% 

近いうちに改善す

るつもりであり、

少しずつ始めてい

る 

46.7% 47.3% 0.6% 16.5% 16.5% 0.0% 

既に改善に取り組

んでいる 

（6 ヶ月未満） 
2.6% 2.3% ▲ 0.2% 7.6% 7.7% 0.1% 

既に改善に取り組

んでいる 

（6 ヶ月以上） 
16.5% 17.0% 0.4% 17.5% 18.1% 0.6% 

出典：法定報告 
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４ 介護に関する状況 
 

（１）要支援・要介護認定者の状況 

平成３０年から令和５年の６年間で、要支援・要介護認定者数は 3,282 人増加し、

15,302 人となっています。また、認定率は令和５年時点で 17.4％となっています。 

 

    

出典：厚生労働省 介護保険事業状況報告（年報） 

（各年 9 月 30 日時点） 

 

（２）年度別 要介護(支援)認定者の疾病別有病状況 

以下は、本市の平成 30 年度から令和 4 年度における、要介護（支援）認定者の疾病別

有病率を年度別に示したものです。令和 4 年度の認定者が有している平均疾病数 2.9 疾病

は平成 30 年度 2.8 疾病より増加しています。 

心臓病、高血圧症、筋・骨格関連の疾患を有している認定者が多く存在します。 
 

 
出典:国保データベース(KDB)システム ｢地域の全体像の把握｣ 

※数値は平成 30 年度と令和４年度のみ記載 
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５ その他の状況 
 

（１）ジェネリック医薬品普及率の状況 

以下は、平成 30 年度から令和 4 年度における、ジェネリック医薬品普及率(金額ベース･

数量ベース)を年度別に示したものです。令和 4 年度を平成 30 年度と比較すると、ジェネ

リック医薬品普及率(金額ベース)52.2%は、平成 30 年度 47.3%より 4.9 ポイント増加

しており、ジェネリック医薬品普及率(数量ベース)82.6%は、平成 30 年度 76.7%より

5.9 ポイント増加しています。 

 
 

ジェネリック医薬品普及率（金額ベース） 

※ジェネリック医薬品普及率 

ジェネリック医薬品薬剤費/(ジェネリック医薬品薬剤費+先発品薬剤費のうちジェネリック医薬 

 品が存在する金額範囲) 

 

ジェネリック医薬品普及率（数量ベース） 

     
データ化範囲(分析対象)… 入院(DPC を含む)、入院外、調剤の電子レセプト。 

  対象診療年月は令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月診療分(12 カ月分)。 

 資格確認日… 1 日でも資格があれば分析対象としている。 

※ジェネリック医薬品普及率…ジェネリック医薬品薬剤数量/(ジェネリック医薬品薬剤数量+先発品薬剤数量のうちジェネ 

  リック医薬品が存在する数量) 

※レセプトによる分析のため他統計と異なる 
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６ 分析結果に基づく健康課題の抽出 

 

健康・医療

情報等の 

大分類 

健康・医療情報等の分析に必要となる 

各種データ等の分析結果 
課題まとめ 

標準化死亡

比・平均寿

命・平均自

立期間（健

康寿命） 

・総死亡や脳血管疾患の SMR（標準化死亡比）は

県と比較して低いですが、虚血性心疾患及び心疾

患、肺炎による死亡が高くなっています。 

・平均寿命は埼玉県と同レベルであるが、平均自立

期間が県に比べてやや長く、特に女性で長くなっ

ています。 

・日常生活に制限がある期間（平均余命と平均自立

期間の差）は男性が平成 30 年度から令和３年度

で 1.７歳から変化がない一方、女性は平成 30 年

度の 3.６歳から令和３年度の 3.3 歳で改善が見ら

れます。 

・虚血性心疾患、心疾患

における SMR が埼玉

県と比較して高い。 

・男性の平均余命と平均

自立期間の差が縮まっ

ていない。 

医療費の 

分析 

 

・医科の医療費の総額は被保険者の減少とともに減

少していますが、被保険者一人当たり医療費は

年々高くなっており、埼玉県と同水準となってい

ます。 

・大分類別医療費で最も高いのは、入院では新生物

〈腫瘍〉で次いで循環器疾患、筋骨格系疾患とな

っています。入院外では、新生物〈腫瘍〉に次い

で内分泌、栄養及び代謝、循環器系疾患となって

います。 

・生活習慣病関連疾患は全体の医療費における

20.9％を占めており、その中でも腎不全、糖尿病

は多くの割合を占めています。 

・医療費全体に占める高額レセプト（５万点以上）

の割合は令和４年度で 36.0％を占めており、そ

の割合、金額ともに増加しています。 

・人工透析患者の状況をみると、その主な要因は生

活習慣病に起因しており、その多くが２型糖尿病

を原因としています。 

・新規透析患者数については年度によりばらつきが

ありますが、令和４年度は 29 名であり減少して

います。 

・フレイル関連の状況として、低体重とされる

BMI20 未満の方は前期高齢者の 17.6％います。 

・年間の重複受診の人数が 386 人、頻回受診が

645 人、重複服薬が 1,265 人、多剤服薬が

3,787 人存在しています。 

・医療費総額は減少して

いるが、一人当たり医

療費は年々増加傾向に

ある。 

・医療費全体に占める生

活習慣病の医療費は多

くを占めており、特に

糖尿病、腎不全の割合

が高い。 

・新規人工透析患者は減

少しているが、糖尿病

が原因で人工透析を行

っている割合が高い。 

・重複受診や重複服薬の

状態が疑われる被保険

者が一定数存在してい

る。 
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健康・医療

情報等の 

大分類 

健康・医療情報等の分析に必要となる 

各種データ等の分析結果 
課題まとめ 

特定健康診

査・特定保健

指導等の状況 

 

・特定健診受診率はコロナ禍による受診控えにより

一時低下しましたが、令和４年度時点でコロナ禍

以前の受診率まで戻り 41.5％となっています。 

・特定健診受診率を性・年代別にみると、若年層で

低くなっており、特に男性の受診率が低くなって

います。 

・特定健診を受診した後、異常値をそのまま放置し

ている人は、3,663 人います。 

・特定保健指導実施率は令和４年度で 14.7％とな

っており、埼玉県と比較して低く推移していま

す。 

・特定保健指導実施率を性・年代別にみると、全年

代で低い傾向にありますが、特に 50 代が低くな

っています。 

・特定保健指導による特定保健指導対象者の減少率

は埼玉県平均より高く推移しており、特定保健指

導の効果は埼玉県平均と比較して高いことがうか

がえます。 

・特定健診受診者の有所見者の割合をみると収縮期

血圧が最も高く、健診受診者の 51.9%を占めてい

ます。 

・HbA1c が 8.0％以上の割合は令和４年度 1.35％

で埼玉県と同等、HbA1c6.5％以上の割合は令和

４年度 8.9％で埼玉県より低く推移しています。 

・HbA1c6.5％以上で糖尿病レセプトがない者の割

合は令和４年度 19.0％と埼玉県平均よりも高く

なっています。 

・血圧が保健指導判定値以上の割合は令和４年度

53.9％と埼玉県平均と同等です。 

・メタボリックシンドローム該当者・予備群の状況

は、予備群 10.9%で県と比較して低く推移してい

ますが、該当者は 21.8%で県より高く推移してい

ます。 

・質問票の状況で、運動や食生活習慣の改善意欲に

ついて「既に改善に取り組んでいる（6 ヶ月以

上）」の割合は 17.0％で、埼玉県と比べると 1.1

ポイント低くなっています。 

 

 

・特定健診受診率は、

41.5％と埼玉県平均

よりは高いが、目標の 

60％とは大幅な乖離

があり、特に若年層の

受診率に課題がある。 

・特定保健指導実施率は

埼玉県平均よりも毎年

低く推移している。 

・血圧の有所見者の割合

が高く、さらに保健指

導判定値以上の者につ

いては、埼玉県平均よ

り高くなっている。 

・メタボリックシンドロ

ーム該当者は埼玉県平

均より高く推移してい

る。 

・運動や食生活の改善に

取り組んでいる割合が

埼玉県平均より低く、

健康管理意識の向上が

必要である。 
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健康・医療

情報等の 

大分類 

健康・医療情報等の分析に必要となる 

各種データ等の分析結果 
課題まとめ 

介護に関する

状況 

 

・介護認定者数は年々増加しており、高齢者全体に

占める認定率は令和５年で 17.4％となっていま

す。 

・介護認定者の疾病状況では、令和４年度において

心臓病が最も多く 56.9％となっており、次いで

高血圧 51.3％、筋・骨格関連の疾患 49.7％とな

っています。 

・介護認定者数、認定率

ともに年々増加の一途

をたどっている。 

・介護認定者の多くは高

血圧や筋・骨格関連の

疾患を患っており生活

習慣病やフレイルが関

連していることが考え

られる。 

その他の状況 ・ジェネック医薬品の金額ベースでの普及率は令和

４年度で 52.2％、数量ベースでは 82.6％となっ

ています。 

・数量シェアの目標は達

成していますが、横ば

いの状況となってい

る。 
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第４章 データヘルス計画（保健事業全体）の目的・目標、目標を達成するための

個別保健事業 
 

１ 計画全体における目的・目標 
 

健康・医療・介護の情報を活用し、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事

業を展開し、越谷市国民健康保険に加入している被保険者の健康増進を図ることで医療費適

正化及び健康寿命の延伸を目指します。 

医療費の適正化及び健康寿命の延伸の目的を達成するための目標として、下記の４つの指

標を掲げます。 

 

 指標 目標 現状 現状掲載ページ 

１ 健康寿命 

（６５歳時点の平均自立期間） 

延伸 （令和３年度） 

男性 18.1 歳 

女性 21.2 歳 

10 ページ 

２ 生活習慣病一人あたり医療費 

 

減少 （令和４年度） 

48,094 円/年 

 

17 ページ 

３ メタボリックシンドローム 

該当者・予備群の割合 
※法定報告 

減少 （令和４年度） 

該当者 21.8％ 

予備群 10.9％ 
41 ページ 

４ 新規人工透析患者数 

※特定疾病新規申請者数 

（他保険からの継続除く） 

減少 （令和４年度） 

29 人 
24 ページ 
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２ 計画全体の目標を達成するための目的別の目標、関連する個別保健事業 

 

計画全体の目標を達成するために、目的別に目標値を設定します。指標には「すべての都

道府県で設定する指標」と「地域の実情に応じて埼玉県が設定した指標」、「越谷市の独自指

標」の３つの区分の指標を設定し、各目標を達成するための保健事業を実施します。 

 

≪目標指標区分≫ 

・すべての都道府県で設定する指標 ········· ○国  

・地域の実情に応じて埼玉県が設定した指標 ····· ○県  

・越谷市の独自指標 ················ ○市  

 

目的：特定健康診査受診率を向上させ、異常の早期発見を促す 

目標 評価指標 

実績 目標値 

現状値 
令和 

６年度 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

特 定 健 診 

受 診 率 を

60％とする。 

○国  

特定健診受診率 41.5％ 
(令和 4 年度） 45％ 45％ 50％ 50％ 55％ 60％ 

関連する個別保健事業 
・特定健康診査受診率向上事業 

・人間ドック検診料助成事業 

 

目的：特定保健指導の実施率を向上させ、生活習慣の改善を促す 

目標 評価指標 

実績 目標値 

現状値  
令和 

６年度 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

特定保健指導

実 施 率 を

60％とする。 

○国  

特定保健指導 

実施率 

 

14.7％ 
(令和 4 年度） 20％ 30％ 40％ 50％ 55％ 60％ 

特定保健指導

による特定保

健指導対象者

の減少率を増

やす。 

○県  

特定保健指導によ

る特定保健指導対

象者の減少率 

28.7％ 
(令和３年度） 現状値以上 

関連する個別保健事業 ・特定保健指導未利用者対策 
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目的：生活習慣病の適正受診、重症化予防を促す 

目標 評価指標 

実績 目標値 

現状値  
令和 

６年度 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

血糖コントロ

ール不良者の

割合が減少す

る。 

○国  

HbA1c8.0 ％

以上の割合 

1.35％ 
(令和 4 年度） 現状値以下 

高血糖者の割

合を減らす。 
○県  

高 血 糖
(HbA1c6.5％以上)

者の割合 

8.9％ 
(令和 4 年度） 現状値以下 

糖尿病の未治

療者や治療中

断 者 を 減 ら

す。 

○県
HbA1c6.5 ％

以上の者のうち

糖尿病レセプト

なしの者の割合 

19.0％ 
(令和 4 年度） 現状値以下 

健診異常値放

置者を減らす 
○市  

健診受診後、未

治療者の割合※ 

9.1％ 
(令和 4 年度） 現状値以下 

関連する個別保健事業 
・糖尿病性腎症重症化予防事業 

・健診異常値放置者･治療中断者への受診勧奨 

※KDB システム「地域の全体像の把握」未治療者率 

（健診受診後６ヶ月の医科レセプトが無いものの割合） 

 

目的：血圧のコントロール良好者を増やす 

目標 評価指標 

実績 目標値 

現状値  
令和 

６年度 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

保健指導判定

値以上の割合

を減らす。 

○国  

血圧保健指導判

定値以上の者の

割合 

53.9％ 
(令和 4 年度） 現状値以下 

特定保健指導

による特定保

健指導対象者

の減少率を増

やす。（再掲） 

○県  

特定保健指導に

よる特定保健指

導対象者の減少

率（再掲） 

28.7％ 
(令和３年度） 現状値以上 

健診異常値放

置者を減らす 

（再掲） 

○市  

健診受診後、未

治療者の割合 

（再掲） 

9.1％ 
(令和 4 年度） 現状値以下 

関連する個別保健事業 
・特定保健指導未利用者対策 

・健診異常値放置者･治療中断者への受診勧奨 
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目的：医療費適正化を推進する 

目標 評価指標 

実績 目標値 

現状値  
令和 

６年度 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

ジェネリック

医薬品の数量

シェアを維持

する 

○市  

ジェネリック医

薬品数量シェア 

82.3％
(令和 4 年度） 80％以上を維持 

重複受診・重

複服薬者数を

減らす 

○市  

重複受診した者

の割合※ 

6.1％ 
(令和 4 年 5 月) 

現状値以下 

○市  

重複服薬した者

の割合※ 

0.4％ 
(令和 4 年 5 月) 現状値以下 

関連する個別保健事業 
・ジェネリック医薬品普及促進事業 

・適正受診・適正服薬促進事業 

※中央会ツールにより算出 

重複受診：1 カ月間で同系の疾病を理由に 3 医療機関以上受診している患者 

重複服薬：1 カ月間で同系の医薬品が複数の医療機関で処方されている患者 
 

目的：健康管理意識を向上させる 

目標 評価指標 

実績 目標値 

現状値  
令和 

６年度 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

生活習慣の改

善に取り組む

人の増加 

○市  

生活習慣の改善意欲 

「既に改善に取

り組んでいる（６

ヶ月以上）」と回

答した人の割合 
（特定健康診査の

質問票より） 

17.0％ 
(令和 4 年度） 

 

県平均 
18.1％ 

県平均以上 

関連する個別保健事業 ・健康管理アプリを利用した健康づくり事業 

 

目的：前期高齢者の運動機能等の低下を予防する 

目標 評価指標 

実績 目標値 

現状値  
令和 

６年度 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

低体重者の割

合を減少する 
○市  

前期高齢者のうち、

BMI が 20kg/m2

未満の者の割合 

17.6％ 
(令和 4 年度） 現状値以下 

口腔機能の良

好者の割合を

増やす。 

○市  

前期高齢者のう

ち、咀嚼良好者の

割合 

79.5％ 
(令和 4 年度） 現状値以上 

関連する個別保健事業 
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関す

る取組み 
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第５章 特定健康診査・特定保健指導の実施 

 

１ 達成しようとする目標 
 

目標値を以下の通り設定します。 
 

 令和 

6 年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

特定健康診査 

受診率 
45％ 45％ 50％ 50％ 55％ 60％ 

特定保健指導 

実施率 
20％ 30％ 40％ 50％ 55％ 60％ 

 

２ 特定健康診査・特定保健指導の対象者数 
 

令和６年度から令和１１年度までの特定健康診査・特定保健指導の実施予定者について、国

民健康保険の加入者数の増減を参考に以下の通り推計します。 
 

 令和 

6 年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

特定

健康

診査 

対象者

数 
39,866 人 38,384 人 36,958 人 35,584 人 34,262 人 32,988 人 

受診者

数 
17,940 人 17,273 人 18,479 人 17,792 人 18,844 人 19,793 人 

特定

保健

指導 

対象者

数 
2,481 人 2,389 人 2,556 人 2,461 人 2,606 人 2,738 人 

受診者

数 
496 人 717 人 1,022 人 1,230 人 1,433 人 1,643 人 

 
※特定健康診査の対象者数は令和元年度から令和４年度までの平均減少率で算出 

※特定健康診査の受診者数は特定健康診査対象者数に目標値を乗じて算出 

※特定保健指導の対象者数は令和元年度から令和４年度までの各年度の出現率の平均（13.8％）を乗

じて算出 

※特定保健指導の実施者数は特定保健指導対象者数に目標値を乗じて算出 
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３ 特定健康診査の実施方法 

 

（１）健診方式・実施場所・期間等 
 

被保険者が受診しやすいように、各地区に集団健診の会場を設けています。また、個別

健診も行っており、被保険者にとって身近な医療機関で都合の良い曜日・時間に健診を受

けられるようにしています。期間は、個別健診については６月～１１月上旬、集団健診に

ついては、８月下旬～１０月を基本としますが、毎年委託事業者と協議して定めます。 

 

 

（２）特定健康診査対象者 
 

年度年齢 40 歳から７４歳の者。 

ただし、「厚生労働省告示第３号(平成２０年１月１７日)」「厚生労働省告示第２２３号

(平成２７年３月３１日)」に該当する者は、対象外とする。 

 

（３）実施項目 
 

実施項目は、法の規定に基づく厚生労働省令「特定健康診査・特定保健指導の実施に関

する基準（平成１９年厚生労働省令第１５７号）」第 1 条に定められた項目に準じた以下

の項目を実施します。 

また、平成３０年４月１日施行の「特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準

の一部を改正する省令・告示」において、健診項目の見直しが行われ、詳細な健診項目と

して、血清クレアチニン検査が追加され、eGFR で腎機能を評価することとなりました。 

  

健診方式 場所 備考 

集団健診 
保健センター 
市内公共施設 

市内全域を巡回して実施 
保健センターは土曜も実施 

個別健診 

医療機関 
市内全域 
医療機関の健診時間 
（医療機関により土日も実施） 

受診者宅 被保険者の状態により訪問にて実施 
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○実施する検査項目 

区分 項目 

基本的な 

検査項目 

（全員実施） 

診察 服薬歴・既往歴・自覚症状・喫煙習慣など 

身体計測 身長・体重・ＢＭＩ・腹囲 

血圧測定   

血中脂質検査 

中性脂肪 

ＨＤＬコレステロール 

ＬＤＬコレステロール 

肝機能検査 

ＡＳＴ（ＧＯＴ） 

ＡＬＴ（ＧＰＴ） 

γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ） 

血糖検査 ＨｂＡ１ｃ（ＮＧＳＰ値） 

尿検査 尿糖・尿蛋白 

詳細な 

健診項目 

血液検査 

（貧血検査） 

ヘマトクリット値 
貧血の既往歴を有する者または視診等で貧血

が疑われる者 
血色素量 

赤血球数 

腎機能検査 
血清クレアチニン 

（eGFR） 

当該年の特定健康診査の結果等において、以

下のいずれかに該当し医師が必要と認める者 

【国の基準】 

①収縮期血圧 130mmHg 以上または拡張期血圧 

 85mmHg 以上 

②空腹時血糖 100mg/dL 以上または 

HbA1c5.6%以上または随時血糖 100mg/dL  

以上 

心電図検査 12 誘導心電図 

当該年の血圧が受診勧奨判定値※以上の者また

は問診等で不整脈が疑われる者のうち、医師

が必要と認める者 

【国の基準】 

※収縮期血圧 140mmHg 以上または拡張期血圧 

 90mmHg 以上 

眼底検査   

当該年の血圧または前年度の血糖検査値が受

診勧奨値※以上の者のうち、医師が必要と認

める者 

【国の基準】 

※収縮期血圧 140mmHg 以上または拡張期血圧 

90mmHg 以上 

 空腹時血糖 126mg/dL 以上または 

HbA1c6.5%以上または随時血糖 126mg/dL  

以上 

越谷市 

独自の 

追加項目 

血液検査 

（貧血検査） 

ヘマトクリット値 

詳細な健診に該当しない者に実施（全員） 血色素量 

赤血球数 

血液検査 白血球数 全員に実施 

尿検査 尿潜血 全員に実施 

腎機能検査 

血清クレアチニン

（eGFR） 
詳細な健診に該当しない者に実施（全員） 

血清尿酸 全員に実施 

心電図検査 12 誘導心電図 医師が必要と認める者に実施 
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① 貧血検査・白血球数の測定（全員に実施） 
  

  貧血検査は、詳細な健診項目となっていますが、詳細な健診項目の判断基準は「貧 

 血の既往歴を有する者または視診等で貧血が疑われる者」となっています。しかし、 

 軽度の貧血は自覚症状がなく、視診での判断が難しいと考えられることから、全員に 

 貧血検査を実施します。 

 また、白血球は、身体の異常や感染症等の可能性の有無を確認することができます。 

白血球数を測定することで、重大な疾病の早期発見に繋がることから、全員に実施し 

ます。 

 

② 腎機能検査の血清尿酸値（全員に実施） 
 

血清尿酸値は、国より実施することが望ましいとされていることから、第２期計画より

全員に実施しています。また、尿酸血症は全身に尿酸結晶をつくり痛風や動脈硬化・腎障

害の要因になるため、引き続き、全員に実施します。 

 

③ 腎機能検査の血清クレアチニン検査（eGFR）（全員に実施） 
 

血清クレアチニン検査は、腎機能の検査です。本市では、腎機能の低下により人工透析

となる前に慢性腎臓病（ＣＫＤ）を早期に発見し、進行を予防するため、詳細な健診項目

の判断基準にあたらない者であっても、全員に実施しています。 

 また、腎機能低下の早期発見、重症化予防に繋げるため、クレアチニン値をもとに慢性

腎臓病（ＣＫＤ）の指標である eGFR 値表記を行います。 

 

④ 尿検査の潜血反応（全員に実施） 
 

尿に血液が混じっているかを検査することで、腎・尿路系の異常を確認することができ

ます。日本腎臓病学会発行の「慢性腎臓病（ＣＫＤ）診療ガイド」で腎専門医へ紹介する

タイミングの判断基準が eGFR 値の他、尿潜血、尿蛋白の結果となっていることから、

腎機能低下の早期発見、重症化予防に向けて、尿潜血の反応も全員に実施します。 

 

⑤ 心電図検査（基準該当者または医師が必要と認める者に実施） 
 

心電図検査は、詳細な健診項目となっていますが、詳細な健診項目の判断基準は「当該

年の結果等において、血圧が受診勧奨判定値以上の者又は問診等で不整脈が疑われる者

のうち、医師が必要と認める者」となっています。 

 本市では、詳細な健診項目の判断基準にあたらない者であっても、医師が必要と認めら

れる場合は、市独自の追加項目として実施します。 
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（４）実施方法 
 

特定健康診査は、越谷市医師会への業務委託により実施します。特定健康診査の受診

率向上を図るため、対象者の利便性に配慮した健診を実施する必要があります。このた

め、厚生労働省の「標準的なプログラム」による基準に沿うほか、本市の特性を盛り込

み医師会と委託契約をしていきます。 

 

（５）周知・案内方法 
 

① 健診の実施 
 

特定健康診査受診対象者には、毎年、本人宛に特定健康診査受診券を送付し、特定健

康診査の実施を周知します。 

また、越谷市広報紙及び越谷市ホームページ等により周知を図ります。 

さらに、各種チラシ及びポスター等で健診の必要性について、意識啓発を図ります。 

 

② 健診結果 
 

健診結果については、委託事業者より受診者本人宛に郵送します。 

また、受診者全員に対し、結果通知とともに、結果の見方や健康の保持増進に役立つ

情報提供を実施します。 

 

（６）特定健康診査の自己負担額 
 

特定健康診査に係る自己負担額は無料で実施します。 

 

（７）事業主健診等の健診受診者のデータ収集について 
 
特定健康診査の対象となる被保険者で、事業主健診等他の健診を受診したものについ

ては、その健診内容のうち特定健康診査の実施項目と重複する部分について、医療保険

者へデータ提供をすることにより実施したとみなします。 

 このため、事業主健診等他の健診を受診した場合には、健診結果を書面で提出しても

らう旨の案内を受診券に記載します。また、広報等により周知し、受診結果の収集に努

めていきます。 

 

（８）特定健康診査データの管理及び保管方法 
 
特定健康診査データは、原則として委託事業者が国の定める電子的標準様式により、

埼玉県国民健康保険団体連合会へ提出します。 

なお、事業主健診等他の健診を受診した者から収集した特定健康診査の結果データに

ついても、本市が国の定める電子的標準様式により、埼玉県国民健康保険団体連合会に

データを提出します。特定健康診査に関するデータは、原則５年間保存とし、埼玉県国

民健康保険団体連合会に管理及び保管を委託します。 

 

（９）年間スケジュール 
 

「年間スケジュール」（Ｐ59）のとおり 
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４ 特定保健指導の実施方法 
 

（１）実施場所 
 
 市内公共施設または越谷市が指定する場所で実施します。 

 

（２）実施内容 
 

① 基本的な考え方 
 

対象者自身が健診結果を理解して体の状態に気づき、自らの生活習慣を振り返り、生活

習慣を改善するための行動目標を設定するとともに、自らが進んで実践できるよう支援

します。また、保健指導終了後も対象者が自分の健康に関するセルフケア（自己管理）が

できるよう、サポートしていきます。 

  そのために、保健指導実施者と対象者がどのような生活習慣を身につけることが必要

であるか等を共に考え、実行可能な行動目標を対象者が自ら立てられるよう支援できる

プログラムを実施します。また、保健指導実施者は、個別面談や小集団のグループワーク

等を活用し、対象者が健康的な行動変容の方向性を自ら導き出せるように支援します。さ

らに対象者に保健指導の利用を促すため、特定健康診査の実施時に初回面談を行う等、多

様な面談方法を検討します。 

 

② 特定保健指導対象者 
 

特定保健指導の対象者は、生活習慣改善の必要性に応じて「動機付け支援」「積極的支

援」に区分されます。 

  「動機付け支援」と「積極的支援」については、健診結果を国の示す基準に基づき階層

化することにより決定されます。階層化基準は、下記のとおりです。 

 

腹囲  

追加リスク 対象 

ⅰ 血糖高値※ 

ⅱ 脂質異常 

ⅲ 血圧高値 

ⅳ 喫煙歴 40 歳～64 歳 65 歳～74 歳 

85ｃｍ以上 

（男性） 

90ｃｍ以上 

（女性） 

2 つ以上該当   
積極的支援 

動機付け支援 
1 つ該当 

あり 

なし   

上記以外かつ 

BMI≧25kg/m2 

3 つ該当   
積極的支援 

動機付け支援 2 つ該当 
あり 

なし 
  

1 つ該当   

 

＜判定基準＞ 

※ ⅰ 高血糖値 空腹時血糖 100mg/dL 以上 または HbA1c5.6%以上（NSGP 値） 

ⅱ 脂質異常 空腹時中性脂肪 150mg/dL 以上 （随時中性脂肪 175mg/dl 以上） 

または HDL コレステロール 40mg/dL 未満 

ⅲ 血圧高値 収縮期血圧 130mmHg 以上 または 拡張期血圧 85mmHg 以上 

ⅳ 質問票  喫煙歴あり（6 か月以上吸っている者で、最近 1 か月間も吸っている者） 

※糖尿病、高血圧症または脂質異常症の治療に係る薬剤を服用している者は除く 

 



- 58 - 

③ 対象者ごとの保健指導プログラムについて 
 

厚生労働省による「標準的なプログラム」に示されているプログラムと同程度のものと

します。 

 

（３）実施開始時期 
 

当該年度における特定保健指導対象者への特定保健指導は、特定健康診査受診後一定

期間経過後から順次実施するものとします。 

 

（４）実施期間 
 

10 月から随時、3 か月間実施します。 

 

（５）委託の有無と選考に当たっての考え方 
 

① 特定保健指導は、特定保健指導業務受託機関への委託により実施します。 

② 特定保健指導の外部委託者に当たっては、厚生労働省の定める「標準的なプログラ

ム」の指導内容が確実に実施できる事業者を選定する必要があることから、外部委

託基準に沿って事業者を選定します。 

③ 対象者の利便性(土日実施)及び個々の生活状況を踏まえて、行動変容につながる保

健指導ができる専門性や多様な指導方法を持つ事業者に外部委託します。 

④ 選考方法については、別途要領に定めます。 

⑤ 保健指導が適切に行われているかについてモニタリングを行います。 

 

（６）周知方法 
 
特定保健指導対象者へ、特定保健指導の案内を送付します。 

 

（７）特定保健指導の自己負担額 
 
特定保健指導に係る自己負担額は無料で実施します。 

 

（８）特定保健指導データの管理及び保管方法 
 

特定保健指導のデータは、本市が、国の定める電子標準様式により、埼玉県国民健康保

険団体連合会へデータを提出します。特定保健指導に関するデータは、原則 5 年間保存

とし、埼玉県国民健康保険団体連合会に管理及び保管を委託します。 

 

（９）年間スケジュール 
 

「年間スケジュール」(Ｐ59)のとおり 
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５ 年間スケジュール 
 

 前年度 該当年度 翌年度 

4 
   

5 
   

6 
   

7 
   

8 
   

9 
   

10 
   

11 
   

12 
   

1 
   

2 
   

3 
   

 

 

 

予算要求 
事務 

予算内示 
契約手続き 

健診・保健指導実施 
スケジュール作成 

契約準備 

健診対象者の抽出 
受診券の発行・送付 

健診機関 
との契約 

健診の開始 

保健指導機関の選定 

健診結果の受取 
費用決済（随時・例月） 保健指導対象者の抽出 

（随時・例月） 

契約 

健診未受診者へ 
受診勧奨通知 

保健指導の開始 

健診の終了 
保健指導状況報告受取 
費用決済（随時・例月） 

保健指導の 
利用受付終了 

健診結果の受取 
費用決済（最終） 

健診・保健指導データ抽出

（該当年度分） 

受診率、実施率等の算出 
国・県負担金実績報告 

実績の分析、実施方法 
委託先機関等の見直し 

受診率、実施率等の算出 
支払基金へ法定報告 

保健指導状況報告受取 

費用決済（最終） 

※ 本スケジュールは、実績等を踏まえたうえで適宜修正していく。 

※ 健診→特定健康診査をいう。保健指導→特定保健指導をいう。 
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第６章 健康課題を解決するための個別の保健事業 

計画全体の目的 

 

 

 

 

 

 

 

計画全体の目的を達成するための個別事業ごとの目的とその関連事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療費の適正化・健康寿命の延伸 

・特定健康診査受診率向上事業 

・人間ドック検診料助成事業 

特定健康診査受診率を向上させ、 

異常の早期発見を目指す 

特定保健指導の実施率を向上させ、

生活習慣の改善を促す 
・特定保健指導未利用者対策事業 

生活習慣病の適正受診、重症化予防

を促す 

・糖尿病性腎症重症化予防対策事業 

・健診異常値放置者・治療中断者への受診勧奨 

血圧のコントロール良好者を増やす 
・特定保健指導未利用者対策事業 

・健診異常値放置者・治療中断者への受診勧奨 

・ジェネリック医薬品普及促進事業 

・適正受診・適正服薬促進事業 
医療費適正化を推進する 

・健康管理アプリを利用した健康づくり事業 健康管理意識を向上させる 

前期高齢者の運動機能等の低下を予

防する 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体

的実施に関する取組み 
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１ 特定健康診査受診率向上事業  【国保年金課】 
 

背 景 

平成 20 年度より、脳血管疾患、心臓病、腎不全等の生活習慣病の原因と

なるメタボリックシンドロームを対象にした特定健康診査・特定保健指導が

保険者に義務付けられている。 

 越谷市では、ポスター掲示や自治会回覧等の周知を広く行うことに加え、

受診勧奨通知の送付等による勧奨を行っているが受診率は横ばいの状況で

ある。 

前期計画から

の考察 

受診率は 41.5%(令和 4 年度)と国の目標値(60%)を下回っており、更な

る受診率の向上を図る必要がある。特に 40 代 50 代の若い世代の受診率が

他の年代に比べて低く、課題である。 

インセンティブの付与や受診勧奨通知を工夫するなど新たな取り組みを

実施していく必要がある。 

目 的 
メタボリックシンドロームおよびそれに伴う各種生活習慣病の予防を目指し

た特定健康診査・特定保健指導を進めるため、周知や受診勧奨などの取り組みを

行うことで、特定健康診査の受診率の向上を目的とする。 

具体的 

内容 

【対象】 

特定健康診査未受診者 

 

【実施スケジュール】 

５月     受診勧奨委託会社の選定 

６月     契約 

７月～８月  勧奨対象者の選定 

９月     勧奨通知の送付 

９月～１０月 勧奨電話 

１月     ４０歳前勧奨通知の送付 

２月     効果検証 

 

【実施手段】 

①未受診者勧奨 

未受診者に対して性・年齢・前年度以前の健診受診状況等から未受診者

を分類し、特性に応じた通知及び電話等による受診勧奨を行う。 

 

②インセンティブの付与 

特定健診を受診した人の中から抽選で景品のプレゼントを行うことで、

健康無関心層への健診受診を呼びかける。 

 

③４０歳前勧奨通知 

次年度４０歳を迎える方を対象に特定健診について周知することで若

い世代の受診の習慣化を目指す。 

 

④医療機関からの診療情報提供 

医療機関より、治療の一環として行った検査データの情報を収集し、

特定健康診査実施結果として計上することで特定健康診査受診率向上

を図る。 
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評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11 年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

特定健康診査受診率 41.5％ 45％ 45％ 50％ 50％ 55％ 60％ 

40 代の 

特定健康診査受診率 
22.8％ 25％ 25％ 30％ 30％ 35％ 35％ 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

対象者への通知率 100％ 100％ 

電話勧奨架電率 38.2％ 45％以上 

プロセス 

（実施過程） 

・勧奨が効果的と思われる対象者の選定 

・委託会社との通知や電話の勧奨内容のすり合わせ 

・越谷市医師会と診療情報提供の実施方法のすり合わせ 

ストラク

チャー 

（実施体制） 

・必要な予算の確保 

・効果が期待できる委託業者の選定 

・適切な業者評価指標の設定 

・診療情報提供についての枠組みの構築 
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２ 人間ドック検診料助成事業 【国保年金課】 

 

背 景 
特定健診受診率は 40％程度で、横ばいの状況となっている。人間ドック

検診料を助成している人数は、被保険者数の減少やコロナ禍による受診控え

の影響で減少している。 

前期計画から

の考察 

被保険者の減少に伴い、検診料助成人数は未達成だったが、特定健康診査

受診率への換算率は達成している。引き続き、人間ドック検診料助成の周知

に努め、特定健診受診率の向上に寄与できるよう事業を進めていく。 

目 的 
人間ドックの検査に要した費用の一部を助成し被保険者の健康増進を図

る。また、特定健康診査の受診率に換算することで、特定健康診査の受診率

向上につなげる。 

具体的 

内容 

【対象】 

①年度年齢 35 歳～74 歳の被保険者 

 ※令和６年度から対象者の年齢を引き下げて 35 歳からを対象とする。 

②以下の条件をすべて満たすもの 

  ・国民健康保険税に滞納がないこと 

  ・基本的な健診項目が含まれていること 

  ・受診年度に特定健康診査を受診してないこと 

 

【事業内容】 

1 人につき年度内 1 回、人間ドックの検診料に要した費用で 10,000

円を限度に助成を行う。 

 

評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

特定健康診査受診率へ

の換算率 
（人間ドック申請者/健診対象者数） 

1.63％ 現状値以上 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

周知の回数 年４回 年４回以上 

プロセス 

（実施過程） 

・様々な媒体を活用した周知（広報こしがや、ＬＩＮＥお知らせ等） 

・商工会議所やＪＡ組合員に対しての周知 

ストラク

チャー 

（実施体制） 
・必要な予算の確保 
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３ 特定保健指導未利用者対策事業 【国保年金課 健康づくり推進課】 

 

背 景 

特定保健指導実施率は１５％程度で、例年県内平均を下回っている。第４

期特定健康診査等実施計画期間においては実施方法の見直しが示され、実施

完了の指標がプロセス評価に加え、アウトカム評価として「腹囲-２㎝、体重

-２kg」の達成が盛り込まれた。また、ICT（遠隔）面談の推奨など保健指導

の実施方法が見直されている。 

前期計画から

の考察 

当市は保健指導の実施及び利用勧奨までを含めたすべてを委託事業とし

て行っている。実施率向上を目指すためには利用勧奨を工夫し強化していく

ことも重要であるが、ICT 面談や集団健診会場における初回面談の分割実施

などの利用方法の充実を図ることも重要と考える。 

目 的 
メタボリックシンドロームおよびそれに伴う各種生活習慣病の予防を目指し

た特定保健指導を進めるため、勧奨方法や実施の利便性を向上させ特定保健指

導の実施率の向上を図る。 

具体的 

内容 

【対象】 

特定保健指導未利用者 

 

【実施スケジュール】 

６月       特定保健指導委託会社の選定 

７月       契約 

８月～９月    保健指導の実施方法や勧奨方法についての打合せ 

９月～翌年３月  毎月対象者になった方への案内の送付（全７回程度）  

１０月～翌年６月 勧奨通知及び電話の実施 

翌年度２月ごろ  効果検証 

 

【実施における工夫】 

①勧奨通知・勧奨電話 

未利用者に対して過去の利用状況等を分析したうえで効果的な対象者

を抽出し、勧奨通知を送付する。 

 

②インセンティブの付与 

特定保健指導を実施した人の中から抽選で景品のプレゼントを行うこ

とで、無関心層への特定保健指導の利用を呼びかける。 

 

③集団健診会場での初回面談の分割実施 

集団健診の会場で特定保健指導の対象者を抽出し、当日に初回面談を実施する

ことで対象者の負担を減らし実施率の向上を目指す。 

 

④ＩＣＴ（遠隔地）面談の実施 

タブレットやスマートフォンを利用した保健指導を実施することで利用者の地

理的負担を減らし、保健指導を利用しやすい環境を作る。 
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評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

特定保健指導実施率 14.7％ 20％ 30％ 40％ 50％ 55％ 60％ 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

集団健診会場での 

初回面談実施率 
（面談実施者/みなし対象者数） 

－ 80％以上 

ＩＣＴ面談利用率 
（ICT 面談者/保健指導実施者） 

※委託事業者報告数値 
7.6％ 30％以上 

プロセス 

（実施過程） 

・委託会社との通知や電話の勧奨内容のすり合わせ 

・集団健診会場で初回面談を効率よく実施できる体制構築 

・対象者が利用しやすい ICT 面談環境 

ストラク

チャー 

（実施体制） 

・必要な予算の確保 

・利用率が向上する委託事業者の選定 

・適切な業者評価指標の設定 
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４ 糖尿病性腎症重症化予防対策事業 【国保年金課 健康づくり推進課】 

 

背 景 

疾病別医療費では腎不全の医療費が最も高く、人工透析導入の原因のほと

んどが生活習慣病（糖尿病関連）によるものである。また、人工透析にかか

る医療費は一人当たり１年で５３０万円程度かかっている。新規人工透析導

入患者は減少傾向にあるものの透析移行リスクが高い方への保健指導と糖

尿病や慢性腎臓病の疑いがあるにもかかわらず医療に結びついていない方

への受診勧奨のアプローチが必要である。 

前期計画から

の考察 

透析移行リスクの高い対象者への保健指導は利用者数が非常に少なく、医師

会との連携を強めることが利用率向上のポイントと考えている。受診勧奨につ

いては、対象者のうち医療に結びついた方の割合が 20％程度であり、さらなる

向上には通知内容の工夫等が必要と考えている。 

目 的 

①生活習慣を起因とした糖尿病性腎症患者に対し、「保健指導」を実施し生活習慣

の改善を促し重症化を予防することで人工透析への移行を防止すること 

②健診の結果により血糖値の悪化や腎機能の低下がみられる方を対象に医療機関を

受診するよう勧奨する「受診勧奨」を実施し、適切に医療に結びつけることで未

然に重症化を防ぐ 

具体的 

内容 

【実施体制】 

埼玉県・埼玉県国民健康保険団体連合会・埼玉県内の参加市町村によ
る共同事業として実施。 

 

【実施内容】 

（保健指導） 

専門の研修を積んだ保健師が、健康管理について個別面談や電話でわ

かりやすく説明を行う保健指導を実施し、生活習慣の改善を図る。 
 

（受診勧奨） 

未受診者や受診中断者に対して、個別に受診勧奨通知を送付し、さら
にリスクの高い方には電話による勧奨を行う。受診勧奨通知後も未受診
の者には２回目の勧奨通知を送付する。 

※毎年対象になっているにも関わらず経年で受診が確認できない場
合は別途、市の保健師より勧奨を行う等の対策をとる。 
 

 

【対象】 

（保健指導） 

糖尿病の重症化リスクの高い者（レセプト・健診データから糖尿病性腎症

の病期が第２期・第３期・第４期と思われるもの）のうち、保健指導プログ

ラムへの参加について本人及びかかりつけ医の同意があった者 

 

（受診勧奨） 

医療機関未受診者（特定健康診査の血糖値、HbA1c、eGFR、蛋白尿の

結果が悪いが医療機関の受診履歴がない者）や受診中断者（糖尿病で通院中

の患者で、最終の受診歴から６か月経過しても受診記録がない者） 
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【実施スケジュール】 

前年２月     協力医療機関の募集 

４月       共同事業協定締結 

５月～６月    医療機関から保健指導対象者の推薦をもらう 

６月～      １回目受診勧奨通知の送付・電話勧奨 

７月       保健指導対象者への案内送付 

８月～２月    保健指導の実施 

２月       ２回目の受診勧奨通知の送付 

３月       効果検証・事業報告 

 

評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

参加者の HbA1c の 

平均改善率 
0.1％ 現状値以上 

受診勧奨後の 

医療機関受診率 
23.0％ 現状値以上 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

保健指導参加者数 15 人 
20

人 

25

人 

30

人 

35

人 

40

人 

45

人 

通知回数 ２回 ２回以上 

プロセス 

（実施過程） 

・医療機関への事業説明会の実施 

・埼玉県、埼玉県国民健康保険団体連合会と協議し、実施方法の検討 

ストラク

チャー 

（実施体制） 

・必要な予算の確保 

・医療機関の連携体制を強化する 
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５ 健診異常値放置者・治療中断者への受診勧奨 【国保年金課】 

 

背 景 

生活習慣病は自覚症状が無く進行するため数値に異常がある場合は、適切

に医療機関を受診する必要があるが、特定健康診査を受診した方で異常値が

あるにも関わらず医療機関を未受診の方は 3,663 人（令和４年度）となっ

ている。 

また、埼玉県及び越谷市において虚血性心疾患の死亡率が全国水準と比較

して高く推移している。 

前期計画から

の考察 

令和５年度までは職員による自作の勧奨通知を送付している。対象になっ

た方のうちおよそ 15％程度の方が医療機関の受診につながっているが、さ

らなる勧奨効果の向上を図る必要があると考えている。 

目 的 
健診異常値放置者を適切に医療に結び付けることで生活習慣病の重症化

を未然に防ぐ 

具体的 

内容 

【対象】 

 該当年に健診を受診したもののうち健診異常値放置者・治療中断者で、
糖尿病性腎症重症化予防対策事業の受診勧奨の対象にならない、高血圧等
のリスクがある者 

 

【事業内容】 

 健診異常値放置者及び治療中断者に医療機関への受診勧奨通知を発送
する。毎年対象となる方や特にリスクが高い方は市の保健師による個別保
健指導を行う。 
 通知発送後 1～２か月後のレセプトを確認し、効果測定を行う。 
 

【実施スケジュール】 

１２月      対象者の抽出（１回目） 

１月       対象者へ受診勧奨通知の発送（1 回目） 

2 月       対象者の抽出（２回目） 

３月       対象者へ受診勧奨通知の発送（２回目） 

翌年７月ごろ   レセプトを確認し効果検証   

 

評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

対象者の 

医療機関受診率 
10.0％ 20％ 20％ 25％ 25％ 30％ 30％ 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

個別保健指導の 

実施人数 
－ 

10

人 

10 

人 

15 

人 

15

人 

20

人 

20

人 

プロセス 

（実施過程） 

・受診勧奨を効果的に実施できる通知の作成 

・効果的な個別保健指導ができるよう面談のスキルを磨く 

ストラク

チャー 

（実施体制） 
・連続対象者などに対する専門職による個別保健指導の体制を整備する 
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６ ジェネリック医薬品普及促進事業 【国保年金課】 

 

背 景 

ジェネリック医薬品の令和４年度における数量シェアは 82.6％となって

おり、国の掲げる 80％の目標を達成している。生活習慣病薬を処方されて

いる方のうち一つでもジェネリック医薬品に切り替え可能な薬剤が処方さ

れている方は 4,185 人おり、今後も普及促進する必要がある。 

前期計画から

の考察 

ジェネリック医薬品差額通知書の送付や広報活動を通じて国の目標値である

数量シェア 80％は達成できている。今後も切り替え効果を高め医療費の適正化

を図りたい。 

目 的 
ジェネリック医薬品の数量シェアを向上させることで生活習慣病に関する薬

剤の費用を削減する 

具体的 

内容 

【事業内容】 

 保険証貼付用にジェネリック医薬品希望シールを配布する。また、生活
習慣病に関する薬剤削減効果が１００円以上見込まれる被保険者を対象
に差額通知を年２回発送する。 
 

【実施スケジュール】 

９月   7 月診療分についての差額通知の発送 

３月   １月診療分についての差額通知の発送   

 

評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

数量シェア 82.3％ 80％以上を維持 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

差額通知回数 2 回 ２回 

プロセス 

（実施過程） 
広報誌等での周知を図る 

ストラク

チャー 

（実施体制） 
埼玉県国民健康保険団体連合会に通知作成を委託 
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７ 適正受診・適正服薬促進事業 【国保年金課】 

 

背 景 

一人の患者に対し複数の医療機関で医薬品を処方された場合、その実態を

医療機関側が把握するのは困難である。また、薬剤の多剤服薬は、副作用が

起こりやすい様々なリスクが伴う可能性がある。その状況は医療費増大の原

因の一つでもあり、越谷市被保険者においても一定の患者が存在している。 

前期計画から

の考察 

対象者の抽出条件として３か月連続した重複受診や重複服薬を抽出して

いたが、その条件だと精神疾患患者ばかりが抽出され、指導効果が得られな

い対象者がほとんどであった。生活習慣病などの重複受診や重複服薬を対象

者とするための条件を検討する必要があると考える。 

目 的 
重複・頻回受診及び重複・多剤服薬の患者の医療行動の適正化を図り、医

療費の適正化を目指す。 

具体的 

内容 

【対象】 

  重複・頻回受診及び重複・多剤服薬の被保険者 
 

【事業内容】 

 ＫＤＢシステムより被保険者を抽出し、年１回の啓発通知を発送。必要
に応じて、保健師による個別保健指導をおこなう。通知送付後にはレセプ
トや対象者への面談を行うことで受診及び服薬状況を確認する。 
 

【実施スケジュール】 

９月   対象者の抽出 

１０月  対象者への通知の発送 

１１月  面談希望者への個別保健指導の実施 

３月   事業効果の確認   

 

評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

対象者の改善率 33.3％ 50％以上 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

通知回数 １回 １回以上 

プロセス 

（実施過程） 
市ホームページ等を通じた適正受診・服薬の周知 

ストラク

チャー 

（実施体制） 

埼玉県国民健康保険団体連合会や越谷市医師会・薬剤師会と連携をする

ことにより円滑に事業を推進する。 
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８ 健康管理アプリを利用した健康づくり事業 【国保年金課 健康づくり推進課】 

 

背 景 
健診受診者の質問票において、「運動や食生活等の生活習慣を改善してみ

ようと思いますか」の質問に対して「改善に取組中（６ヶ月以上）」と回答

した割合は 17.6％となっている。 

前期計画から

の考察 

前期計画において実施していた「埼玉県コバトン健康マイレージ事業」は

参加者数延べ 8,000 人を越え、目標値を大きく達成していた。 

令和６年度から開始する新事業においても有効活用することで被保険者

の健康意識の向上を図りたい。 

目 的 
手軽で楽しく健康づくりに取り組める事業を実施することで、健康無関心層

に参加してもらい健康づくりを支援する。 

具体的 

内容 

【対象】 

  １８歳以上の市内在住者（加入健康保険は問わない） 
 

【事業内容】 

 埼玉県共同事業で実施する歩数計アプリに参加し、歩数等に応じたポイ
ントの付与・特典の提供を行う。溜まったポイントにより抽選で県内特産
品等を郵送で提供する。 
 

【実施期間】 

通年 

 

評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

１ヶ月の平均歩数が

8,000 歩以上を達成

した人の割合※ 

（達成者数/参加者） 

13.3％ 現状値以上 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

参加者数 
8,203

人 

前年度参加者より 500 名以上増加 

（初年度は 2,000 人を目標とする） 

プロセス 

（実施過程） 
様々な媒体を活用した広報・周知 

ストラク

チャー 

（実施体制） 
埼玉県共同事業として参加 

※アウトカムの数値は４月から１２月の平均で算出 
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９ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関する取組み 

  【国保年金課・健康づくり推進課・地域包括ケア課】 

 

背 景 

高齢化が進み、人生 100 年時代と言われる中、誰もが住み慣れた地域で、

安心して暮らし続けられるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包

括的に確保される体制を構築し推進している。 

また、健康寿命の延伸をめざし、越谷市では「越谷市データヘルス計画推

進検討委員会」を設置し、国保部門・保健衛生部門・介護部門と連携を図り

ながら高齢者の生活習慣病予防や重症化予防のための保健事業とフレイル

状態に陥らないための介護予防を一体的に実施している。 

前期計画から

の考察 

「越谷市データヘルス計画推進検討委員会」において、ＫＤＢシステム等

を活用したデータを提供、地域の課題を共有し対応策を検討した。今後も継

続して関係部門と連携するとともに、高齢者の保健事業と介護予防の一体的

な実施についても取り組む必要がある。 

目 的 
関係部門・関係機関と連携し、高齢者のフレイル予防、生活習慣病予防や重症

化予防を行うことにより、高齢者の健康保持・増進を図る。 

具体的 

内容 

国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険データ等の総合的な分析をし、
高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を進める。 

 
 

①ポピュレーションアプローチ 
【お口と栄養と運動の元気塾】 

前期高齢者に対して、運動器の機能向上、口腔機能向上、低栄養状態改
善を目指した総合的支援を行う。 

 
◆対象者 

健診受診者のうち、65 歳以上で低体重（BMI20 未満）かつ質問票に
おける咀嚼の項目で「ほとんど噛めない」及び「噛みにくいことがあ
る」に該当するもの 

◆実施方法 
上記対象者に対し、事業案内通知を送付 

 
②ハイリスクアプロ—チ 
【糖尿病性腎症重症化予防対策事業】※再掲 

前期高齢者に対し、糖尿病性腎症重症化予防対策事業を実施する。対象
や実施方法等は、糖尿病性腎症重症化予防対策事業を参照。 

  また、後期高齢者医療に移行した後も事業の切れ目がないように対象者
を抽出したうえで保健指導等を行う。 

 
 
※随時、地域のデータ等の総合的な分析をしたうえで事業を追加するかを検

討する 
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評価指標 

目標値 

指標 
現状値 

令和４年 

目標値 

令 和

6 年 

令 和

７年 

令 和

８年 

令 和

９年 
令 和
10年 

令 和
11年 

ア ウ ト

カム 

（成果） 

① 
参加者の行動変容が

見られたものの割合 
－ 50％ 

② 

参加者の HbA1c

の平均改善率 
※再掲 

0.1％ 現状値以上 

受診勧奨後の医療

機関受診率※再掲 
23.0％ 現状値以上 

ア ウ ト

プット 

（実施量） 

① 対象者の参加率 － 10％ 

② 

保健指導参加者数
※再掲 

15 人 
20

人 

25

人 

30

人 

35

人 

40

人 

45

人 

通知回数※再掲 ２回 ２回 

プロセス 

（実施過程） 

・越谷市データヘルス推進検討委員会において、保健衛生部門、介護部

門と地域の課題を共有、対応策を検討 

・国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険データ等の総合的な分析を

実施 

ストラク

チャー 

（実施体制） 
保健衛生部門・介護部門との連携強化 
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１０ その他の関連事業 
   

関係課が実施する様々なポピュレーションアプローチ等と連携を図り、被保険者の

健康寿命の延伸を目指す。 
   
  ≪フレイル関連事業≫ 

事業名 内容 担当課 

介護予防リーダー養成講座 

住み慣れた地域でいつまでも元気でいられ

るために、新たに運動ができる場をつくり、

体操教室ができるリーダーを養成する。 

地域包括ケア課 

専門職の 

介護予防出張講座 

地域における住民主体の介護予防の取組を

機能強化するために、住民運営の通いの場

へ専門職を派遣し、介護予防の知識・技術を

提供する。 

地域包括ケア課 

お口と栄養と運動の元気塾 

※再掲 

高齢者に対して、運動器の機能向上、口腔機

能向上、低栄養状態改善を目指した総合的

支援を行う。 

地域包括ケア課 

   
  ≪健康づくり関連事業≫ 

事業名 内容 担当課 

特定健診結果説明会 

正しい知識の習得と生活習慣の改善を促す

ため、健診結果の見方や生活習慣病予防講演

を実施する。 

健康づくり推進課 

生活習慣病予防セミナー 
生活習慣病予防の基礎知識と予防に関して、

講演を行う。 
健康づくり推進課 

健康相談 
生活習慣病予防の予防や食事に関すること

について、個別相談を実施する。 
健康づくり推進課 

がん検診事業 

各種がん検診を実施し、がんの早期発見・早

期治療に努めるとともに、がん予防に関する

普及啓発を行う。 

健康づくり推進課 

歯周病検診事業 

歯科口腔保健に関する知識の普及啓発と歯

科疾患の予防を図るため、歯周病検診を実施

する。 

健康づくり推進課 

歯科検診・相談 

市内の公共施設において、毎月１回歯科検

診、ブラッシング指導、歯と口腔に関する相

談を実施する。 

健康づくり推進課 

ロコモ予防チャレンジ教室 
ロコモティブシンドロームについて学び、予

防するための運動を行う教室。 
健康づくり推進課 

痛み予防教室 

理学療法士・作業療法士による肩こり・肩の

痛み、腰痛、膝痛の予防についての講義と自

宅でできる運動を実施する教室。 

健康づくり推進課 

特定健診結果説明会 

正しい知識の習得と生活習慣の改善を促す

ため、健診結果の見方や生活習慣病予防講演

を実施する。 

健康づくり推進課 

チームマイナス３キロ 

メタボリックシンドロームの予備軍に対し、

正しい知識の普及と生活習慣の改善を促す

ため栄養・運動等の講義、実習を実施する。 

健康づくり推進課 

CKD 重症化予防対策 

CKD※のリスクが高い方に対して、正しい

知識の習得と生活習慣の改善を促す集団教

育、保健指導を実施する。 
健康づくり推進課 

 ※CKD(chronic kidney disease)：慢性腎臓病 
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第７章 個別の保健事業及びデータヘルス計画の評価・見直し 
 

個別の保健事業は、毎年度計画策定時に設定した保健事業毎の評価指標に基づき、事業の効

果や目標の達成状況を評価します。その結果から必要に応じて計画を見直します。 

データヘルス計画の評価については、特定健診の結果、レセプト、ＫＤＢシステム等を活用

して行うとともに、計画３年目に中間評価を実施します。目標の達成状況が想定に達していな

い場合は、達成できなかった原因や事業の必要性等を検討し、データヘルス計画の見直しを実

施します。最終評価については、計画６年目に実施します。 

さらに、事業運営の健全化を図る観点から、毎年度、越谷市国民健康保険運営協議会へ計画

の進捗状況を報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 計画の公表・周知 

本計画は、越谷市ホームページ等を通じて広く周知します。 

  

健康寿命の延伸 

医療費適正化 

個別事業 

Ｄｏ（実施） 

保健事業の実施 

Ａ 

Ｃ 

Ｐ 

Ｐｌａｎ（計画） 

健康課題の分析・ 
保健事業の計画 

Ａｃｔｉｏｎ（改善） 

保健事業の修正 

Ｃｈｅｃｋ（評価） 

保健事業の検証 

各事業においても、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的な保健事業

を実施するため、毎年度、ストラクチャー・プロセス・アウトプ

ット・アウトカムの４つの視点から評価を行います。 
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第９章 個人情報の取扱い 

１ 基本的な考え方 

個人情報の取り扱いについては、個人情報保護法及びこれに基づくガイドライン等を踏ま

えた対応を基本とします。 

また、効果的な保健事業を実施する観点から、対象者の利益を最大限に保障するため、個

人情報の保護に十分配慮しつつ、保有している情報を有効に利用します。 

 

２ 具体的な方法 

個人情報の取扱いに関しては、個人情報保護法に基づき行います。 

また、保健事業を外部に委託する際は、個人情報の管理方法、目的外使用の禁止等を契約

書に定めるとともに、委託先の履行状況を管理します。 

 

３ 特定健康診査・特定保健指導に係る情報等の保管及び管理 

特定健診結果データ、レセプトデータ等は、埼玉県国民健康保険団体連合会が原則５年

間、保管と管理を行います。 

 

 


